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山梨県における自治体病院の経営状況と課題
片　田　　　興
１ ．はじめに
　今日，わが国は，「超少子高齢社会」を迎え，社会全体で必要な「社
会保障給付費」の額は，平成27年度において116.8兆円となっている
（1）
。
また，平成27年度，国の一般会計予算（当初）における「社会保障費」
も31兆円を超える額となっている
（2）
。こうした「超少子高齢社会」におけ
る財政現実のなかで，依然として出生率は伸び悩み，また平均寿命は伸
長している。その意味から，医療，年金，介護，社会福祉，生活保護等
の諸施策を内包する「社会保障政策」の実現において，将来にわたって
多額の費用が必要になるものと予測されており，財源調達については，
保険料や租税のみならず「公債金収入」にも依存する状況となってい
る
（3）
。
　こうした財政状況の下でも，今日の私たちが実際に生活している地域
社会において，地域住民の「命と健康」を守る地域医療の役割は極めて
大きいといえる。そこで，本論文は，地域住民の「命と健康」を守る地
域医療の役割について，特に，山梨県内の自治体病院（市町村）を分析
対象として，その経営状況及び今後のあり方について分析考察しようと
するものである
（4）
。
　ところで，地域医療の確保等のあり方については，これまでにも多く
の「勧告」がなされている
（5）
。また今日では，「地域包括ケアシステム」
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の構築を目指して都道府県が策定する「地域医療構想」のもと「医療提
供体制の確保」が計画的に実施されている
（6）
。その一方で，わが国の医療
提供については，患者による「フリーアクセス」が前提となっているこ
とから，医療における市場が十分でないと考えられる「不採算地域」に
は，民間部門の医療機関が参入しない状況が生じるものと考えられる。
したがって，人口規模が小さな過疎地域等にみられる「不採算地域」で
は，民間部門の医療機関の参入が見込めず，結果として，地域住民の
「命と健康」を守る医療提供については，公共部門の医療機関によって
確保することが必要になってくるものと考えられる。それゆえ，医療に
おける「不採算地域」では，「医療提供体制の確保」につき自治体病院
の役割が大変重要になるわけである
（7）
。そこで，本論文では山梨県におけ
る自治体病院を取り上げ，その経営状況を分析しつつ今後のあり方を論
じている。以下においては，本論文の目的，分析対象，分析方法を提示
しつつ，本論文の具体的な構成を整理しておくことにする。
　まず，本論文の目的は，山梨県内の自治体病院（市町村）の経営状況
をデータに基づき分析整理し，その上で，自治体病院の今後のあり方を
考察することにある。本論文で使用するデータは，平成25年度の「病院
経営比較分析表」（総務省）に記載されている自治体病院（市町村）のデー
タである
（8）
。
　つぎに，本論文の分析対象自治体病院は，甲府病院（甲府市），国保市
立病院（富士吉田市），市立病院（都留市），中央病院（大月市），国保市立
病院（韮崎市），塩川病院（北杜市），甲陽病院（北杜市），市川三郷町立病
院（市川三郷町），飯富病院（身延町・早川町）の ₉ 病院である。
　ここで，山梨県内の自治体病院（市町村）のうち，牧丘病院（山梨市），
上野原市立病院（上野原市），勝沼病院（甲州市）については，上記データ
において比較分析のための主要データが欠落しており，相互比較分析に
相応しくないことから本論文では分析対象に含んでいない
（9）
。
　なお，北杜市は ₂ つの病院を設置している。また，市川三郷町立病院
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は，平成26年度より市川三郷町と富士川町が開設した「境南医療セン
ター」による「市川三郷病院」に再編されている。本論文で取り扱う
データが平成25年度版であることから，本論文では「境南医療セン
ター」による運営以前の，市川三郷町立病院時の分析をおこなってい
る
（10）
。
　最後に，本論文の分析方法について整理しておくことにする。まず，
自治体病院経営の側面について，平成25年度の「病院経営比較分析表」
（総務省）のデータを使用して，各自治体病院の経営状況を個別に整理
している。本論文で取り上げた自治体病院経営に係る個別具体的な分析
指標は，①経常収支比率
（11）
，②医業収支比率
（12）
，③他会計繰入金対経常収益
比率
（13）
，④他会計繰入金対医業収益比率
（14）
，⑤病床数（一般病床・合計病床），
⑥病床利用率（一般病床），⑦患者 ₁ 人 ₁ 日当たり診療収入（外来），⑧患
者 ₁人 ₁日当たり診療収入（入院），⑨ ₁ 日平均外来患者数，⑩ ₁日平均
入院患者数，⑪平均在院日数（一般病床），⑫職員給与費対医業収益比率
（15）
（人件費比率），⑬医師平均給与月額，⑭医師数，⑮看護師平均給与月額，
⑯看護師数の合計16の指標である
（16）
。
　つぎに，自治体病院経営の個別分析を踏まえ，自治体病院間の相互比
較分析をおこなっている。この相互比較分析において取り上げたのは，
①経常収支比率，②医業収支比率，③他会計繰入金対経常収益比率，④
他会計繰入金対医業収益比率，⑤病床利用率（一般病床），⑥職員給与費
対医業収益比率（人件費比率）の合計 ₆ の指標である。
　このように，本論文においては，分析対象である ₉の自治体病院につ
き個別に16の指標を用いた分析をおこない，その上で，より詳細に分析
するため主要と考えられる ₆ の指標に焦点を定めて自治体病院の相互比
較分析をおこなっている。そして，先に提示した，本論文の目的，分析
対象，分析方法に基づき，山梨県における自治体病院経営のあり方を考
察している。
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２ ．自治体病院の経営状況（病院別分析）
　 ２ - １ ．甲府病院（甲府市）の経営状況
表 １ 　甲府病院（甲府市）の経営状況一覧
経常収支比率 医業収支比率 他会計繰入金対経常収益比率 他会計繰入金対医業収益比率
93.2％
（100.0％）
88.7％
（95.3％）
12.8％
（9.9％）
14.2％
（10.9％）
一般病床数・合計病床数 病床利用率（一般） 患者１人１日当たり診療収入（外来） 患者１人１日当たり診療収入（入院）
402床・408床
（－）
73.9％
（77.0％）
10,314円
（11,664円）
44,375円
（49,164円）
１日平均外来患者数 １日平均入院患者数 平均在院日数（一般） 職員給与費対医業収益比率
770人
（846人）
297人
（330人）
13.5日
（13.5日）
58.3％
（52.2％）
医師平均給与月額 医師数 看護師平均給与月額 看護師数
1,416,500円
（1,374,987円）
76人
（－）
423,056円
（458,861円）
291人
（－）
出所：総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：表中の数値は，カッコ内の「類似平均」も含め全て平成25年度「病院経営分析比較表」
に記載されている数値である。
注 ２ ：カッコ内の数値は「類似平均」である。また，平均給与月額（医師・看護師）につい
てのみ全国平均である。なお，病床数，医師数，看護師数については全国平均及び類
似平均の数値は算出されていない。
注 ３ ：「類似平均」とは，経営規模別区分（一般病院の500床以上，400床以上500床未満，
300床以上400床未満，200床以上300床未満，100床以上200床未満，50床以上100床未
満，50床未満等）に基づき算出されたものである。
　表 ₁は，甲府市が設置する甲府病院の経営状況について，16の指標に
基づき，その数値を一覧表にまとめたものである。
　山梨県の県庁所在地で人口194,800人
（17）
の甲府市に立地する甲府病院は，
周辺市町村（甲斐市・笛吹市・中央市・昭和町等）とも合わせた人口数も多
く，したがって一般病床数も402床とその他の自治体病院と比較して相
対的に多くなっている。このことは， ₁ 日平均外来患者数をみてわかる
とおり， ₁日で770人の外来患者があり，医療におけるフリーアクセス
の観点からは悪い条件とはいえない。その一方で，競合する病院も多く，
自治体病院であっても医療という市場での競争原理にさらされているこ
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とは事実である。例えば，こうした事実に際して，民間病院では「人件
費」の削減等で対応することも可能と考えられるが，自治体病院の場合，
公務員の賃金体系となっていることから大胆な切込みは困難となってく
る。
　さて，甲府病院の経常収支比率は93.2％，そして医業収支比率が
88.7％となっており改善の余地がある数値といえる。他会計繰入金対経
常収益比率は12.8％，そして他会計繰入金対医業収益比率が14.2％と
なっている。また，病床利用率は73.9％にとどまっており，この点につ
いてもより多くの入院患者を受け入れるべく病床利用率の改善が必要と
考えられる。
　甲府病院の競合する甲府市周辺に立地する自治体病院としては，山梨
大学病院，国立病院機構甲府病院，山梨県立中央病院等が代表的であ
る
（18）
。病院利用の優先順位は，立地等との関連性もあると考えられるが，
医療内容等も選択肢に反映されるものと考えられる。先に提示した病院
は，いずれも病床数が多く地域の中核的な高度医療を提供している病院
であることから，これらの病院との競合を考慮に入れつつ，より地域住
民にとって通院・入院ともに魅力的な病院運営が求められよう。
　具体的に主要な指標をみていくと，先にみた甲府病院の医業収支比率
は88.7％であり高くはない。そして，他会計繰入金対医業収益比率は
14.2％となっており，いわゆる設置自治体である甲府市からの「繰入金」
に依存している傾向が読み取れる。また，先に指摘した病床利用率も
73.9％にとどまっている。
　ここで，「繰入金」とは，原則として設置自治体による財政支援とし
て機能しているが，この「繰入金」が多いということは病院経営の本
業
（19）
による「収益性」が良くないことをあらわしている。
　「類似平均」との比較においても，経常収支比率，医業収支比率，他
会計繰入金対経常収益比率，他会計繰入金対医業収益比率，病床利用率
といった「医業収益」等に関係する指標の数値が悪くなっており，この
研究年報　社会科学研究　第36号（2016年 ２ 月15日）
20
点は重要である。また，職員給与費対医業収益比率についても類似平均
より高くなっている。
　したがって，これ以降の自治体病院の経営状況分析においても，こう
した「収益性」の分析を中心に据えて自治体病院の経営状況を把握して
いくことにする。
表 ２ 　国保市立病院（富士吉田市）の経営状況一覧
経常収支比率 医業収支比率 他会計繰入金対経常収益比率 他会計繰入金対医業収益比率
100.2％
（98.4％）
96.3％
（91.9％）
8.6％
（12.2％）
9.3％
（13.7％）
一般病床数・合計病床数 病床利用率（一般） 患者１人１日当たり診療収入（外来） 患者１人１日当たり診療収入（入院）
250床・304床
（－）
85.0％
（72.4％）
13,037円
（11,124円）
46,890円
（45,248円）
１日平均外来患者数 １日平均入院患者数 平均在院日数（一般） 職員給与費対医業収益比率
675人
（585人）
243人
（235人）
10.6日
（14.7日）
54.2％
（54.2％）
医師平均給与月額 医師数 看護師平均給与月額 看護師数
1,572,255円
（1,374,987円）
46人
（－）
428,718円
（458,861円）
249人
（－）
出所：総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：表中の数値は，カッコ内の「類似平均」も含め全て平成25年度「病院経営分析比較表」
に記載されている数値である。
注 ２ ：カッコ内の数値は「類似平均」である。また，平均給与月額（医師・看護師）につい
てのみ全国平均である。なお，病床数，医師数，看護師数については全国平均及び類
似平均の数値は算出されていない。
注 ３ ：「類似平均」とは，経営規模別区分（一般病院の500床以上，400床以上500床未満，
300床以上400床未満，200床以上300床未満，100床以上200床未満，50床以上100床未
満，50床未満等）に基づき算出されたものである。
　 ２ - ２ ．国保市立病院（富士吉田市）の経営状況
　富士吉田市は人口51,273人で，富士北麓地区の中心都市である。この
地域で競合する大規模病院としては，富士河口湖町に立地する山梨赤十
字病院
（20）
を挙げることができる。
　表 ₂は，富士吉田市が設置する国保市立病院の経営状況について，16
の指標に基づき一覧表にまとめたものである。
　国保市立病院（富士吉田市）では，経常収支比率が100.2％となっており，
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医業収支比率は96.3％となっている。したがって，先にみた甲府病院よ
りも数値は高くなっている。また，他会計繰入金対経常収益比率は
8.6％，他会計繰入金対医業収益比率が9.3％で，先にみた甲府病院より
も低い数値となっている。したがって，設置自治体からの「繰入金」の
依存度は甲府市よりも低くなっていることがわかる。一般病床数は250
床と比較的多く，その病床利用率は85.0％となっている。
　自治体病院の病床数（合計）に基づく経営規模別にみた「類似平均」
との比較では，経常収支比率，医業収支比率，他会計繰入金対経常収益
比率，他会計繰入金対医業収益比率，病床利用率といった「収益性」に
関する指標の数値が良いことがわかる。また， ₁日平均外来患者数も
675人と多くなっており，これらの点は先にみた甲府市の甲府病院とは
正反対の結果である。
　 ２ - ３ ．市立病院（都留市）の経営状況
　都留市は人口31,980人で，大月市と並ぶ郡内東部地区の中心都市であ
る。この地域で競合する自治体病院としては，後でみる大月市の設置す
る中央病院を挙げることができる。
　表 ₃は，都留市が設置する市立病院の経営状況について，16の指標に
基づき一覧表にまとめたものである。
　市立病院（都留市）では，経常収支比率が99.0％となっており，医業収
支比率は97.2%である。また，他会計繰入金対経常収益比率は4.3％，他
会計繰入金対医業収益が5.3%と低い数値になっている。その一方で，
病床利用率は62.4％と高くないが，上記の指標からは経営状況が安定し
ていることがわかる。なお，職員給与費対医業収益比率が49.1％と低い
ことも特徴的である。したがって，今後は病床利用率を高めることや平
均在院日数を長くする取組等が必要と考えられる。
　「類似平均」との比較では，経常収支比率，医業収支比率，他会計繰
入金対経常収益比率，他会計繰入金対医業収益比率といった指標の数値
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が良いことがわかる。その一方で，病床利用率・平均在院日数は悪く
なっているが，職員給与費対医業収益比率は良い数値であることが判明
した。
　 ２ - ４ ．中央病院（大月市）の経営状況
　大月市は人口27,116人で，先にみた都留市と並ぶ郡内東部地区の中心
都市である。また，この地域で競合する自治体病院としては，先にみた
市立病院（都留市）を挙げることができるが，中央病院（大月市）の指標は，
市立病院（都留市）とは対照的な結果となっている。
　表 ₄は，大月市が設置する中央病院の経営状況について，16の指標に
基づき一覧表にまとめたものである。
　中央病院（大月市）では，経常収支比率が92.2％となっているが，医業
収支比率は73.8％と低くなっている。また，他会計繰入金対経常収益比
表 ３ 　市立病院（都留市）の経営状況一覧
経常収支比率 医業収支比率 他会計繰入金対経常収益比率 他会計繰入金対医業収益比率
99.0％
（96.1％）
97.2％
（86.3％）
4.3％
（15.8％）
5.3％
（18.7％）
一般病床数・合計病床数 病床利用率（一般） 患者１人１日当たり診療収入（外来） 患者１人１日当たり診療収入（入院）
140床・140床
（－）
62.4％
（67.1％）
8,791円
（8,998円）
35,703円
（29,777円）
１日平均外来患者数 １日平均入院患者数 平均在院日数（一般） 職員給与費対医業収益比率
398人
（269人）
87人
（102人）
13.4日
（20.6日）
49.1％
（57.1％）
医師平均給与月額 医師数 看護師平均給与月額 看護師数
1,326,578円
（1,374,987円）
16人
（－）
440,155円
（458,861円）
66人
（－）
出所：総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：表中の数値は，カッコ内の「類似平均」も含め全て平成25年度「病院経営分析比較表」
に記載されている数値である。
注 ２ ：カッコ内の数値は「類似平均」である。また，平均給与月額（医師・看護師）につい
てのみ全国平均である。なお，病床数，医師数，看護師数については全国平均及び類
似平均の数値は算出されていない。
注 ３ ：「類似平均」とは，経営規模別区分（一般病院の500床以上，400床以上500床未満，
300床以上400床未満，200床以上300床未満，100床以上200床未満，50床以上100床未
満，50床未満等）に基づき算出されたものである。
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率は24.7％となっており，他会計繰入金対医業収益比率も31.6％と高い。
つまり，設置自治体からの「繰入金」を投入して医業収支比率等を一定
程度に維持していることがわかる。また，病床利用率も28.8％と大変低
く， ₁日平均外来患者数でも隣接する都留市の「市立病院」より150人
以上も少なくなっている。加えて，中央病院（大月市）では職員給与費
対医業収益比率が64.9％と高くなっていることも特徴的である。
　「類似平均」との比較では，経常収支比率，医業収支比率，他会計繰
入金対経常収益比率，他会計繰入金対医業収益比率，病床利用率，平均
在院日数といった「収益性」に関係する指標の数値が悪いことがわか
る。また，職員給与費対医業収益比率の数値も類似平均との比較で悪い
ことが判明した。
　このように， ₂ つの病院を，上述した「収益性」に係る指標で比較分
析してみると，都留市の「市立病院」の病院経営は良好と考えられるが，
表 ４ 　中央病院（大月市）の経営状況一覧
経常収支比率 医業収支比率 他会計繰入金対経常収益比率 他会計繰入金対医業収益比率
92.2％
（97.1％）
73.8％
（89.5％）
24.7％
（13.8％）
31.6％
（15.8％）
一般病床数・合計病床数 病床利用率（一般） 患者１人１日当たり診療収入（外来） 患者１人１日当たり診療収入（入院）
183床・223床
（－）
28.8％
（69.4％）
10,255円
（9,672円）
31,439円
（37,592円）
１日平均外来患者数 １日平均入院患者数 平均在院日数（一般） 職員給与費対医業収益比率
237人
（426人）
77人
（171人）
14.3日
（15.6日）
64.9％
（56.3％）
医師平均給与月額 医師数 看護師平均給与月額 看護師数
1,345,423円
（1,374,987円）
９人
（－）
481,873円
（458,861円）
50人
（－）
出所：総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：表中の数値は，カッコ内の「類似平均」も含め全て平成25年度「病院経営分析比較表」
に記載されている数値である。
注 ２ ：カッコ内の数値は「類似平均」である。また，平均給与月額（医師・看護師）につい
てのみ全国平均である。なお，病床数，医師数，看護師数については全国平均及び類
似平均の数値は算出されていない。
注 ３ ：「類似平均」とは，経営規模別区分（一般病院の500床以上，400床以上500床未満，
300床以上400床未満，200床以上300床未満，100床以上200床未満，50床以上100床未
満，50床未満等）に基づき算出されたものである。
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大月市の「中央病院」は医師数の少なさも含め病院経営に課題があるも
のと考えられる。
　 ２ - ５ ．国保市立病院（韮崎市）の経営状況
表 ５ 　国保市立病院（韮崎市）の経営状況一覧
経常収支比率 医業収支比率 他会計繰入金対経常収益比率 他会計繰入金対医業収益比率
101.1％
（96.1％）
99.4％
（86.3％）
7.6％
（15.8％）
8.1％
（18.7％）
一般病床数・合計病床数 病床利用率（一般） 患者１人１日当たり診療収入（外来） 患者１人１日当たり診療収入（入院）
141床・175床
（－）
74.4％
（67.1％）
8,450円
（8,998円）
28,606円
（29,777円）
１日平均外来患者数 １日平均入院患者数 平均在院日数（一般） 職員給与費対医業収益比率
322人
（269人）
134人
（102人）
18.9日
（20.6日）
54.6％
（57.1％）
医師平均給与月額 医師数 看護師平均給与月額 看護師数
1,351,622円
（1,374,987円）
14人
（－）
439,905円
（458,861円）
63人
（－）
出所：総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：表中の数値は，カッコ内の「類似平均」も含め全て平成25年度「病院経営分析比較表」
に記載されている数値である。
注 ２ ：カッコ内の数値は「類似平均」である。また，平均給与月額（医師・看護師）につい
てのみ全国平均である。なお，病床数，医師数，看護師数については全国平均及び類
似平均の数値は算出されていない。
注 ３ ：「類似平均」とは，経営規模別区分（一般病院の500床以上，400床以上500床未満，
300床以上400床未満，200床以上300床未満，100床以上200床未満，50床以上100床未
満，50床未満等）に基づき算出されたものである。
　韮崎市は人口31,219人で，峡北地区でも甲府市に近い中心都市といえ
る。また，この峡北地区内において競合する自治体病院は，この後に分
析する北杜市が設置する自治体病院と考えられる。
　表 ₅は，韮崎市が設置する国保市立病院の経営状況について，16の指
標に基づき一覧表にまとめたものである。
　国保市立病院（韮崎市）では，経常収支比率が101.1％となっており
100％を超えている。また，医業収支比率も99.4％と100％に近い数値と
なっている。そして，他会計繰入金対経常収益比率は7.6％，他会計繰
入金対医業収益比率が8.1％である。したがって，設置自治体からの「繰
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入金」に多くを依存しない経営状況を保っているものと考えられる。た
だ，この数値が今後高まってくると「繰入金」に依存する構造に陥るこ
とも考えられることから，引き続き「医業収益」を高める取組が必要で
ある。ちなみに，職員給与費対医業収益比率は54.6％となっており，甲
府市に所在する病院（自治体病院を含む）との競合等も踏まえた自治体病
院経営の取組としては示唆に富む事例と考えられる。
　「類似平均」との比較では，経常収支比率，医業収支比率，他会計繰
入金対経常収益比率，他会計繰入金対医業収益比率，病床利用率といっ
た「収益性」関係する指標の数値が良いことがわかる。また，職員給与
費対医業収益比率の数値も類似平均と比較して低いことが判明した。
　 ２ - ６ ．塩川病院（北杜市）の経営状況
表 ６ 　塩川病院（北杜市）の経営状況一覧
経常収支比率 医業収支比率 他会計繰入金対経常収益比率 他会計繰入金対医業収益比率
104.0％
（96.1％）
101.9％
（86.3％）
6.8％
（15.8％）
8.6％
（18.7％）
一般病床数・合計病床数 病床利用率（一般） 患者１人１日当たり診療収入（外来） 患者１人１日当たり診療収入（入院）
54床・108床
（－）
93.7％
（67.1％）
10,722円
（8,998円）
25,338円
（29,777円）
１日平均外来患者数 １日平均入院患者数 平均在院日数（一般） 職員給与費対医業収益比率
158人
（269人）
99人
（102人）
18.9日
（20.6日）
50.9％
（57.1％）
医師平均給与月額 医師数 看護師平均給与月額 看護師数
1,406,389円
（1,374,987円）
９人
（－）
456,316円
（458,861円）
33人
（－）
出所：総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：表中の数値は，カッコ内の「類似平均」も含め全て平成25年度「病院経営分析比較表」
に記載されている数値である。
注 ２ ：カッコ内の数値は「類似平均」である。また，平均給与月額（医師・看護師）につい
てのみ全国平均である。なお，病床数，医師数，看護師数については全国平均及び類
似平均の数値は算出されていない。
注 ３ ：「類似平均」とは，経営規模別区分（一般病院の500床以上，400床以上500床未満，
300床以上400床未満，200床以上300床未満，100床以上200床未満，50床以上100床未
満，50床未満等）に基づき算出されたものである。
　北杜市は人口48,860人で，峡北地区でも長野県に近い中心都市といえ
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る。また，北杜市の設置する塩川病院が峡北地区周辺において競合する
自治体病院は，先にみた韮崎市の設置する国保市立病院，そして，この
後に分析する北杜市の設置する甲陽病院と考えられる。
　北杜市の設置する塩川病院は，旧須玉町に立地する自治体病院であ
る。その後，平成の大合併に伴って北杜市が誕生したことから，後で分
析する，旧長坂町に立地する甲陽病院と ₂ つの自治体病院が存立する状
況となっている。ただ，こうした状況は北杜市にとっても今後の検討課
題となっており，現実に，北杜市では，「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラ
ン」（平成26年度～平成28年度）を策定し，北杜市における自治体病院のあ
り方を検討している
（21）
。人口が ₅ 万人に達していない北杜市では，限られ
た財源のなかで ₂つの自治体病院（塩川病院・甲陽病院）を運営している
状況でもあり，今後の病院経営のあり方が注目されている。
　表 ₆は，塩川病院（北杜市）の経営状況について，16の指標に基づき
一覧表にまとめたものである。
　塩川病院では，経常収支比率が104.0％となっており，医業収支比率
は101.9％で健全な経営状況といえる。また，他会計繰入金対経常収益
比率は6.8％，他会計繰入金対医業収益比率が8.6％である。
　病床利用率をみると93.7％と高くなっており，周辺住民の堅い信頼の
下で支えられていると考えられる。また，職員給与費対医業収益比率は
50.9%となっており，これらの指標からみる限り，現状では塩川病院の
経営状況に特段の問題点があるとはいえないし，本論文で使用した指標
に基づく限り，良好な自治体病院の事例として位置づけることができよ
う。
　「類似平均」との比較においても，富士吉田市の国保吉田病院と同じ
く，経常収支比率，医業収支比率，他会計繰入金対経常収益比率，他会
計繰入金対医業収益比率，病床利用率の数値が良いことがわかる。また，
塩川病院においては，職員給与費対医業収益比率の数値が類似平均と比
較して低いことが判明した。
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　ただ，先にも指摘したように，北杜市は塩川病院と甲陽病院という ₂
つの自治体病院を設置していることから，今後の病院経営のありが注目
されている。そこで，つぎに甲陽病院の経営状況についてみていくこと
にする。
　 ２ - ７ ．甲陽病院（北杜市）の経営状況
表 ７ 　甲陽病院（北杜市）の経営状況一覧
経常収支比率 医業収支比率 他会計繰入金対経常収益比率 他会計繰入金対医業収益比率
93.5％
（96.1％）
91.2％
（86.3％）
9.7％
（15.8％）
10.5％
（18.7％）
一般病床数・合計病床数 病床利用率（一般） 患者１人１日当たり診療収入（外来） 患者１人１日当たり診療収入（入院）
86床・122床
（－）
53.9％
（67.1％）
9,345円
（8,998円）
23,766円
（29,777円）
１日平均外来患者数 １日平均入院患者数 平均在院日数（一般） 職員給与費対医業収益比率
156人
（269人）
73人
（102人）
16.8日
（20.6日）
67.0％
（57.1％）
医師平均給与月額 医師数 看護師平均給与月額 看護師数
1,658,271円
（1,374,987円）
５人
（－）
484,280円
（458,861円）
34人
（－）
出所：総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：表中の数値は，カッコ内の「類似平均」も含め全て平成25年度「病院経営分析比較表」
に記載されている数値である。
注 ２ ：カッコ内の数値は「類似平均」である。また，平均給与月額（医師・看護師）につい
てのみ全国平均である。なお，病床数，医師数，看護師数については全国平均及び類
似平均の数値は算出されていない。
注 ３ ：「類似平均」とは，経営規模別区分（一般病院の500床以上，400床以上500床未満，
300床以上400床未満，200床以上300床未満，100床以上200床未満，50床以上100床未
満，50床未満等）に基づき算出されたものである。
　表 ₇は，北杜市の設置するもう ₁ つの自治体病院である甲陽病院の経
営状況について，16の指標に基づき一覧表にまとめたものである。この
甲陽病院（北杜市）は，先に分析した塩川病院とともに北杜市が設置し
ている自治体病院である。それゆえ，ここでは ₂つの病院の経営状況を
相互比較していくことにする。
　まず，甲陽病院の経常収支比率は93.5%であるが，先の塩川病院では
104.0%となっている。また，甲陽病院の医業収支比率は91.2%となって
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おり，塩川病院の101.9%よりも低い数値である。このことからいずれ
の数値も塩川病院が良いことがわかる。
　つぎに，他会計繰入金対経常収益比率では，甲陽病院が9.7%であり，
一方の塩川病院は6.8%と多少異なっている。また，他会計繰入金対医
業収益比率についてみると，甲陽病院が10.5%であり，一方の塩川病院
は8.6%とほぼ同程度の水準を保っていることがわかる
　病床利用率で比較すると，甲陽病院は53.9%であるのに対し塩川病院
は93.7%と40%程度の差がみられる。そこで， ₂ つの病院の一般病床数
を比較すると，甲陽病院は86床であり一方の塩川病院は54床である。32
床の差があるが， ₁ 日平均外来患者数は ₂ つの病院ともに大差はないこ
とから，甲陽病院における今後の課題としては病床利用率の引き上げが
必要と考えられる。
　また， ₂つの病院の職員給与費対医業収益比率を比較すると，甲陽病
院は67.0%であるのに対し塩川病院は50.9%と低くなっていることがわ
かる。そして，甲陽病院の医師平均給与月額及び看護師平均給与月額は
塩川病院の水準よりも高くなっている。
　「類似平均」との比較では，「収益性」に関する主要な指標のうち，
経常収支比率及び病床利用率の数値が良くないことが判明した。また，
職員給与費対医業収益比率の数値も類似平均との比較で高いことが判明
した。
　以上の比較分析から，北杜市の設置する甲陽病院と塩川病院の経営状
況と今後の取組むべき課題が明らかとなった。すなわち，「繰入金」の
比較では ₂つの病院に大きな違いがみられないが，甲陽病院においては
病床利用率の引き上げや「人件費率」の引き下げ等が必要になってくる
ものと考えられる。なお現在， ₂ つの病院の今後のあり方も俎上に上っ
てきており動向が注目されている
（22）
。
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表 8 　市川三郷町立病院（市川三郷町）の経営状況一覧
経常収支比率 医業収支比率 他会計繰入金対経常収益比率 他会計繰入金対医業収益比率
99.0％
（97.7％）
84.5％
（81.9％）
18.1％
（22.1％）
27.3％
（27.9％）
一般病床数・合計病床数 病床利用率（一般） 患者１人１日当たり診療収入（外来） 患者１人１日当たり診療収入（入院）
90床・90床
（－）
37.8％
（68.1％）
11,958円
（8,180円）
33,513円
（22,004円）
１日平均外来患者数 １日平均入院患者数 平均在院日数（一般） 職員給与費対医業収益比率
238人
（142人）
38人
（50人）
12.6日
（23.6日）
54.8％
（63.4％）
医師平均給与月額 医師数 看護師平均給与月額 看護師数
1,393,505円
（1,374,987円）
９人
（－）
470,743円
（458,861円）
42人
（－）
出所：総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：表中の数値は，カッコ内の「類似平均」も含め全て平成25年度「病院経営分析比較表」
に記載されている数値である。
注 ２ ：カッコ内の数値は「類似平均」である。また，平均給与月額（医師・看護師）につい
てのみ全国平均である。なお，病床数，医師数，看護師数については全国平均及び類
似平均の数値は算出されていない。
注 ３ ：「類似平均」とは，経営規模別区分（一般病院の500床以上，400床以上500床未満，
300床以上400床未満，200床以上300床未満，100床以上200床未満，50床以上100床未
満，50床未満等）に基づき算出されたものである。
　市川三郷町は人口17,194人で，富士川沿いの西八代郡における中心都
市といえる。また，甲府市や中央市とも隣接しており，JR身延線を利
用すると市川大門駅から甲府駅までは各停列車で40分程度，特急列車だ
と20分程度の時間となっている。
　表 ₈は，市川三郷町が設置する市川三郷町立病院の経営状況につい
て，16の指標に基づき一覧表にまとめたものである。なお，本分析は平
成25年度における経営状況をもとにした分析であり，平成26年度以降に
再編された「市川三郷病院」の経営について分析考察したものではない
ことに留意されたい。
　市川三郷町立病院（市川三郷町）では，経常収支比率が99.0%となって
おり，医業収支比率は84.5%である。ここで，他会計繰入金対経常収益
比率を確認すると，その数値は18.1%となっており，山梨県内における
　 ２ - 8 ．市川三郷町立病院（市川三郷町）の経営状況
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他の自治体病院と比較して高くなっていることがわかる。また，他会計
繰入金対医業収益比率を確認すると，その数値は27.3%となっており設
置自治体である市川三郷町からの「繰入金」に多くを依存する病院経営
であることがわかる。
　病床利用率ではその比率が大幅に低下しており37.8%となっている。
ただ， ₁日平均外来患者数をみると238人であることから，市川三郷町
立病院では入院患者数を含めて病床利用率の引き上げが課題といえよう。
　また，職員給与費対医業収益比率については54.8%であることから，
市川三郷町立病院においては「人件費」が問題となっているのではな
く，やはり，手術・入院といった過程を踏まえた入院患者数の低迷や病
床利用率の低迷が病院経営における課題になっていることがわかる。
　「類似平均」との比較において，「収益性」に関係する主要な指標に
ついてみると，病床利用率の数値が低くなっているが，それ以外の経常
収支比率，医業収支比率，他会計繰入金対経常収益比率，他会計繰入金
対医業収支比率の数値は良いことが判明した。また，職員給与費対医業
収益比率の数値も低く，とりわけ類似平均との比較で重要と考えられる
のは，患者 ₁人 ₁日当たり診療収入（外来）及び患者 ₁人 ₁日当たり診
療収入（入院）の数値が良いことである。このことは，経営規模が類似
する自治体病院との比較においては，市川三郷町立病院は経営における
「収益性」を確保できる状況にあることがわかる。
　なお，市川三郷町立病院は，平成26年度から「境南医療センター」に
おける「市川三郷病院」（一般病床数40床・療養40床）に再編されており，
今後の経営状況が注目されている。
　 ２ - ９ ．飯富病院（身延町・早川町）の経営状況
　飯富病院の立地する身延町の人口は13,992人，また隣接する早川町の
人口は1,188人で， ₂ つの自治体の人口を合計すると15,280人
（23）
 となる。
その身延町は，日蓮宗総本山の身延山久遠寺がある門前町として富士川
山梨県における自治体病院の経営状況と課題
31
沿いの中心都市といえる。
　表 ₉は，身延町と早川町が設置する飯富病院の経営状況について，16
の指標に基づき一覧表にまとめたものである。
　飯富病院（身延町・早川町）では，経常収支比率が100.0％となっており，
医業収支比率は99.2%である。したがって，これら ₂つの指標に基づく
限り，飯富病院は安定的な経営状態といえる。
　この点を確認するため，他会計繰入金対経常収益比率をみると，その
数値は2.7％と低く抑えられている。また，他会計繰入金対医業収益比
率をみても，その数値は3.5％と低く抑えられている。つまり，これら
₂つの指標に基づけば，飯富病院の経営状況が非常に安定しており，設
置自治体からの「繰入金」に多くを依存することなく，本業である「医
療行為」によって健全な経営が成り立つ状況にあるものと考えられる。
　そこで，飯富病院におけるその他の指標について確認していくことに
表 ９ 　飯富病院（身延町・早川町）の経営状況一覧
経常収支比率 医業収支比率 他会計繰入金対経常収益比率 他会計繰入金対医業収益比率
100.0％
（97.7％）
99.2％
（81.9％）
2.7％
（22.1％）
3.5％
（27.9％）
一般病床数・合計病床数 病床利用率（一般） 患者１人１日当たり診療収入（外来） 患者１人１日当たり診療収入（入院）
61床・87床
（－）
96.1％
（68.1％）
9,013円
（8,180円）
27,976円
（22,004円）
１日平均外来患者数 １日平均入院患者数 平均在院日数（一般） 職員給与費対医業収益比率
185人
（142人）
84人
（50人）
24.7日
（23.6日）
54.7％
（63.4％）
医師平均給与月額 医師数 看護師平均給与月額 看護師数
1,180,188円
（1,374,987円）
８人
（－）
412,990円
（458,861円）
34人
（－）
出所：総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：表中の数値は，カッコ内の「類似平均」も含め全て平成25年度「病院経営分析比較表」
に記載されている数値である。
注 ２ ：カッコ内の数値は「類似平均」である。また，平均給与月額（医師・看護師）につい
てのみ全国平均である。なお，病床数，医師数，看護師数については全国平均及び類
似平均の数値は算出されていない。
注 ３ ：「類似平均」とは，経営規模別区分（一般病院の500床以上，400床以上500床未満，
300床以上400床未満，200床以上300床未満，100床以上200床未満，50床以上100床未
満，50床未満等）に基づき算出されたものである。
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する。病床利用率は96.1%と高くなっていることがわかる。ただ，平均
在院日数が24.7日となっており，山梨県内の他の自治体病院と比較して
大変長くなっていることは，在宅において日常生活を取り戻していくと
いう観点からみても今後の課題といえる。
　職員給与費対医業収益比率は54.7%となっており，他の自治体病院と
比較しても中位程度の水準を保っている。同時に，医師給与や看護師給
与の額が他の自治体病院と比較して低いことも飯富病院の特徴の一つと
考えられる。
　「類似平均」との比較においても，これまでみてきた，経常収支比率，
医業収支比率，他会計繰入金対経常収益比率，他会計繰入金対医業収益
比率，病床利用率の数値が良いことがわかる。とりわけ，類似平均との
比較で重要なことは，他会計繰入金対経常収益比率及び他会計繰入金対
医業収益比率の数値の低さである。このことは極めて重要である。さら
に，飯富病院においても，職員給与費対医業収益比率の数値が類似平均
と比較して低いことが判明した。
　このように，山梨県内で人口規模が小さな地域の自治体病院（飯富病
院）の経営状況が悪くないことは，地域性もあるといえようが，今後の
自治体病院経営の事例において大変重要になるものと考えられる。
３ ．自治体病院の経営状況の相互比較分析（主要指標別分析）
　ここでは，先に整理してきた自治体病院ごとの分析結果を踏まえ，主
要な指標を ₆に絞り込んで相互比較分析をおこなっている。指標ごとの
相互比較分析によって，山梨県における自治体病院（市町村）の経営状
況をより詳しく考察することが可能となり，また，今後の取組において
極めて重要な指針になるものと考えられる。
　なお，表中には分析対象である ₉ の自治体病院のうち，上位 ₄病院，
下位 ₄病院を表記する形式をとっており，中位（数値が真中）の病院につ
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表10　経常収支比率の相互比較　　　　　　（単位 : ％）
上位 病院名 自治体名 下位 病院名 自治体名
1
塩川病院
（104.0%）
北杜市 1
中央病院
（92.2％）
大月市
2
国保市立病院
（101.1%）
韮崎市 2
甲府病院
（93.2%）
甲府市
3
国保市立病院
（100.2%）
富士吉田市 3
甲陽病院
（93.5%）
北杜市
4
飯富病院
（100.0%）
身延町・早川町 4
市立病院
市川三郷町立病院
（99.0%）
都留市
市川三郷町
出所 : 総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：経常収支比率（％）とは，［経常収益（医業収益＋医業外収益）/経常費用（医業費用＋医
業外費用）］×100による比率である。この数値が高いほど経営状況が良いとされている。
注 ２ ：表中の数値は全て平成25年度「病院経営分析比較表」に記載されている数値である。
注 ３ ： ９ つの病院のうち「中位」の病院は存在しない数値の状況であり，数値的には，飯富
病院（身延町・早川町），市立病院（都留市），市川三郷町立病院（市川三郷町）が中
位グループを形成している。
　最初は，分析対象 ₉ 自治体病院における「経常収支比率分析」をおこ
なうことにする。経常収支比率（％）とは，［経常収益（医業収益＋医業外収
益）/ 経常費用（医業費用＋医業外費用）］×100であらわされる比率のことで
ある。
　表10の経常収支比率に基づけば，最も数値が高い自治体病院は北杜市
の塩川病院で104.0％となっている。続く韮崎市の国保市立病院，富士
吉田市の国保市立病院，そして身延町・早川町の飯富病院はいずれも数
値が100％以上となっている。この数値が100％以上になっている意味
は，経常費用を経常収益で賄うことができている，ということである。
したがって，自治体病院経営の健全性を確認する上で，まずは第一の基
準をクリアーしているものと考えられる。ただ，より詳細に自治体病院
の経営状況を分析するためには，「医業外収益」を除いた「医業収益」
の数値を用いて分析することが重要である。この点はつぎの医業収支比
いては表下の注に表記している。
　 ３ - １ ．経常収支比率分析
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率分析でみていくことにする。
　一方で，経常収支比率が最も低い病院は，大月市の中央病院で92.2％
となっている。以下，甲府市の甲府病院が93.2%，北杜市の甲陽病院が
93.5%，そして都留市の市立病院及び市川三郷町の市川三郷町立病院が
ともに99.0%となっている。これらの自治体病院では大きな数値の差異
はみられないが，自治体病院を設置している自治体からの「繰入金」に
多くを依存しているか否かについては，後におこなう分析によって把握
することができる。
　このように，経常収支分析からみるかぎり，最も数値が良い自治体病
院は北杜市の塩川病院である。一方，最も数値の悪い自治体病院は大月
市の中央病院である。ただ，甲府市の甲府病院，そして，北杜市の甲陽
病院もほぼ同じ水準にあることが判明した。
　 ３ - ２ ．医業収支比率分析
表11　医業収支比率の相互比較　　　　　　（単位 : ％）
上位 病院名 自治体名 下位 病院名 自治体名
1
塩川病院
（101.9%）
北杜市 1
中央病院
（73.8％）
大月市
2
国保市立病院
（99.4%）
韮崎市 2
市川三郷町立病院
（84.5%）
市川三郷町
3
飯富病院
（99.2%）
身延町・早川町 3
甲府病院
（88.7%）
甲府市
4
市立病院
（97.2%）
都留市 4
甲陽病院
（91.2%）
北杜市
出所 : 総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：医業収支比率（％）とは，［医業収益/医業費用］×100による比率である。この数値が高
いほど経営状況が良いとされている。
注 ２ ：表中の数値は全て平成25年度「病院経営分析比較表」に記載されている数値である。
注 ３ ： ９ つの病院のうち「中位」の病院は，国保市立病院（富士吉田市）でその数値は96.3%
である。
　つぎに，「医業収支比率分析」をおこなうことにする。医業収支比率
（％）とは，［医業収益 / 医業費用］×100であらわされる比率のことで，
先にみた経常収支比率よりも，病院の本業である「医業収益」に焦点を
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絞った経営状況の分析となる。つまり，先にみた経常収支分析では，「経
常収益」のなかに医業外収益を含んでいる。この医業外収益は後にみる
「繰入金」等がその中心となることから，病院の本業である医療に係る
収益性を把握するためには医業収支比率分析が必要不可欠となる。
　表11の医業収支比率に基づけば，最も数値の高い自治体病院は，北杜
市の塩川病院で101.9％となっている。医業収支比率で100％の数値を超
えていることから，病院の本業である医療に係る収益性が良いことがわ
かる。以下，韮崎市の国保市立病院が99.4％，身延町・早川町の飯富病
院が99.2％，そして都留市の市立病院が97.2％となっている。とりわけ，
北杜市の塩川病院，韮崎市の国保市立病院，そして身延町・早川町の飯
富病院についてはその数値が100％に近似していることから，医業に係
る収益性が高い自治体病院であることが判明した。つまり，これらの自
治体病院は，医業収支比率の数値が100％に近く，したがって病院の本
業である医療に係る収益性が良いことがわかる。なお， ₉自治体病院の
中位に位置しているのは富士吉田市の国保市立病院で数値は96.3％であ
る。
　つぎに，最も数値の低い自治体病院は，大月市の中央病院で73.8％で
ある。以下，市川三郷町の市川三郷町立病院が84.5％，甲府市の甲府病
院が88.7％，そして北杜市の甲陽病院が91.2％となっている。ここで，
甲府市の甲府病院の数値が比較的良くないことがわかる。
　なお，大月市の中央病院は，経常収支比率でみると92.2％となってい
るが，この医業収支比率でみると73.8％と数値が低くなり，設置自治体
からの「繰入金」に依存せざるを得ない経営状況であることがわかる。
　このように，医業収支分析からみるかぎり，最も数値が高い自治体病
院は北杜市の塩川病院でその数値は100％を超えており健全な経営状況
といえる。一方，最も数値の低い病院は大月市の中央病院であり，設置
自治体からの財源に多く依存する経営状況であることが判明した。
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表12　他会計繰入金対経常収益比率の相互比較　　   （単位 : ％）
上位 病院名 自治体名 下位 病院名 自治体名
1
中央病院
（24.7%）
大月市 1
飯富病院
（2.7％）
身延町・早川町
2
市川三郷町立病院
（18.1%）
市川三郷町 2
市立病院
（4.3%）
都留市
3
甲府病院
（12.8%）
甲府市 3
塩川病院
（6.8%）
北杜市
4
甲陽病院
（9.7%）
北杜市 4
国保市立病院
（7.6%）
韮崎市
出所 : 総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：他会計繰入金対経常収益比率（％）とは，［他会計繰入金/経常収益］×100による比率で
ある。この数値が高いほど設置自治体からの「繰入金」に依存していることになる。
注 ２ ：表中の数値は全て平成25年度「病院経営分析比較表」に記載されている数値である。
注 ３ ： ９ つの病院のうち「中位」の病院は，国保市立病院（富士吉田市）で，その数値は8.6%
となっている。
　今度は，「他会計繰入金対経常収益比率分析」をおこなうことにする。
他会計繰入金対経常収益比率（％）とは，［他会計繰入金 / 経常収益］×
100であらわされる比率のことである。この数値が高いほど設置自治体
からの「繰入金」に依存する自治体病院経営となっており，病院経営の
自主性を把握する上で重要な指標である。
　表12の他会計繰入金対医業収益比率に基づけば，最も数値が高いのは
大月市の中央病院で24.7％に上っている。以下，市川三郷町の市川三郷
町立病院が18.1％，甲府市の甲府病院が12.8％，そして北杜市の甲陽病
院が9.7%となっている。なお， ₉ 自治体病院の中位に位置しているの
は富士吉田市の国保市立病院で数値は8.6％となっている。
　つぎに，最も数値が低い自治体病院は，身延町・早川町の飯富病院で
2.7%となっている。以下，都留市の市立病院が4.3%，北杜市の塩川病
院が6.8%，そして韮崎市の国保市立病院が7.6%となっている。
　このように，他会計繰入金対経常収益比率分析からみると，やはり，
大月市の中央病院では設置自治体からの「繰入金」に多く依存している
ことがわかる。
　 ３ - ３ ．他会計繰入金対経常収益比率分析
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　また，甲府市の甲府病院についても他会計繰入金対経常収益比率分析
に基づけば，大月市や市川三郷町の自治体病院を除くと，その次に設置
する甲府市からの「繰入金」に資金を依存する経営状況になっているこ
とがわかる。なお，甲府病院については甲府市周辺に競合する総合病院
も少なくないことから，今後の病院経営に係る特色のある，そして信頼
される取組が必要と考えられる。
　 ３ - ４ ．他会計繰入金対医業収益比率分析
表13　他会計繰入金対医業収益比率の相互比較　　   （単位 : ％）
上位 病院名 自治体名 下位 病院名 自治体名
1
中央病院
（31.6%）
大月市 1
飯富病院
（3.5％）
身延町・早川町
2
市川三郷町立病院
（27.3%）
市川三郷町 2
市立病院
（5.3%）
都留市
3
甲府病院
（14.2%）
甲府市 3
国保市立病院
（8.1%）
韮崎市
4
甲陽病院
（10.5%）
北杜市 4
塩川病院
（8.6%）
北杜市
出所 : 総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：他会計繰入金対医業収益比率（％）とは，［他会計繰入金/医業収益］×100による比率で
ある。この数値が高いほど設置自治体からの「繰入金」に依存していることになる。
注 ２ ：表中の数値は全て平成25年度「病院経営分析比較表」に記載されている数値である。
注 ３ ： ９ つの病院のうち「中位」の病院は，国保市立病院（富士吉田市）で，その数値は9.3%
となっている。
　続いて，「他会計繰入金対医業収益比率分析」をおこなうことにする。
他会計繰入金対医業収益比率（％）とは，［他会計繰入金 / 医業収益］×
100であらわされる比率のことである。本分析では，先にみた「他会計
繰入金対経常収益比率」分析と比較して病院の本業である「医業収益」
との関連で「繰入金」の比率をより詳細に把握することができる。それ
ゆえ，自治体病院経営の自主性を把握する上で大変重要な指標と位置づ
けられるものである。
　表13の他会計繰入金対医業収益比率に基づけば，最も数値が高いのは
大月市の中央病院で数値は31.6％となっている。以下，市川三郷町の市
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川三郷町立病院が27.3％，甲府市の甲府病院が14.2％，そして北杜市の
甲陽病院が10.5％となっている。このうち，大月市の中央病院と市川三
郷町の市川三郷町立病院はともに数値が25％を超える高い数値となって
いる。なお， ₉自治体病院の中位に位置しているのは富士吉田市の国保
市立病院でその数値は9.3%となっている。注目されるのは，甲府市の
設置する甲府病院がやはり数値的に高くなっていることである。
　つぎに，数値が最も低い自治体病院は，身延町・早川町の飯富病院で
数値は3.5％となっている。以下，都留市の市立病院が5.3%，韮崎市の
国保市立病院が8.1％，そして北杜市の塩川病院が8.6％となっている。
ここでも，先にみた「他会計繰入金対経常収益比率分析」と同様に，身
延町・早川町の設置する飯富病院の数値が低いことが注目される。つま
り，これまでの ₄ つの指標に基づく分析で判明した主要な内容は以下の
₂点である。
　第 ₁には，他会計繰入金の比率が高く自治体病院経営において設置自
治体からの財政的援助が必要不可欠となっている病院の代表として大月
市の中央病院を挙げることができる。また，市川三郷町の市川三郷町立
病院についても財政援助が必要不可欠な状態になっている。さらにいえ
ば，甲府市の甲府病院の経営状況も良好とはいえない水準であることが
判明した。
　第 ₂には，他会計繰入金の比率が低く，経常収支比率が100.0％，そ
して医業収支比率が99.2%となっている身延町・早川町の飯富病院は，
これまでの指標基づく分析からみれば良好な経営状況と考えられる。
　このように，これまでの分析では，明らかに傾向の違う自治体病院が
浮き彫りになった。そこで，以下ではより詳しく分析するために，病床
利用率と職員給与費対医業収益比率を取り上げることにする。
　 ３ - ５ ．病床利用率分析（一般病床）
　今度は，「病床利用率分析」をおこなうことにする。表14の病床利用
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率に基づけば，最も数値の高いのは身延町・早川町の飯富病院で数値は
96.1％となっている。飯富病院の特徴は，他会計繰入金の比率が低く，
その上で，経常収支比率や医業収支比率が高いことを挙げることができ
るが，病床利用率が一番高くなっていることも大変重要である。この点
は，自治体病院の医業における収益性を考慮する際の重要な論点を提示
していると考えられる。以下，病床利用率が高いのは，北杜市の塩川病
院が93.7%，富士吉田市の国保市立病院が85.0%，そして韮崎市の国保
市立病院が74.4%となっている。なお， ₉ 自治体病院の中位に位置して
いるのは甲府市の甲府病院でその数値は73.9%となっている。
　つぎに，最も数値が低いのは，大月市の中央病院で28.8％となってい
る。中央病院の特徴としては，他会計繰入金の比率が最も高く（対経常
収益及び対医業収益とも），その上で，経常収支比率及び医業収支比率が最
も低いことを挙げることができる。しかも本分析において病床利用率が
最も低くなっていることも判明した。つまり，これら ₃つの指標につい
て，すべて最も悪い数値となっている（比率の高低を共に含めて）。以下，
病床利用率が低いのは，市川三郷町の市川三郷町立病院が37.8％，北杜
市の甲陽病院が53.9％，そして都留市の市立病院が62.4％となっている。
　このように，病床利用率の分析をみると，やはり，大月市の中央病院，
表14　病床利用率の相互比較　　　　　　   （単位 : ％）
上位 病院名 自治体名 下位 病院名 自治体名
1
飯富病院
（96.1%）
身延町・早川町 1
中央病院
（28.8％）
大月市
2
塩川病院
（93.7%）
北杜市 2
市川三郷町病院
（37.8%）
市川三郷町
3
国保市立病院
（85.0%）
富士吉田市 3
甲陽病院
（53.9%）
北杜市
4
国保市立病院
（74.4%）
韮崎市 4
市立病院
（62.4%）
都留市
出所 : 総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：本論文で取り扱った病床利用率の数値は一般病床のものである。
注 ２ ：表中の数値は全て平成25年度「病院経営分析比較表」に記載されている数値である。
注 ３ ： ９ つの病院のうち「中位」の病院は，甲府病院（甲府市）で，その数値は73.9%である。
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市川三郷町の市川三郷町立病院の数値が良くないことが判明した。それ
ゆえ，自治体病院経営における収益性を考える場合，病床利用率を向上
させる取組みが大変重要であることがわかる。もちろん，病床数との関
連や，競合する病院との立地条件等も影響を与えるものと考えられる
が，少なくとも，自治体病院の健全な経営を考える場合，病床利用率の
引き上げに係る取組は重要であると考える。同時に，患者本位の医療行
為に基づき平均在院日数を少しでも伸ばしていく取組も重要と考えられ
る。
　もちろん，そのためには，入院等に関連する診療科目の設置・充実等
が前提条件となりうる。しかも，診療を担当する医師を代表とする医療
従事者の充実も必要となることから，医師等を十分に確保できる人件費
のあり方も考慮しなければならない。そこで以下では，職員給与費対医
業収益比率について分析していくことにする。
　 ３ - ６ ．職員給与費対医業収益比率分析
 　　表15　職員給与費対医業収益比率の相互比較　　　（単位 : ％）
上位 病院名 自治体名 下位 病院名 自治体名
1
甲陽病院
（67.0%）
北杜市 1
市立病院
（49.1％）
都留市
2
中央病院
（64.9%）
大月市 2
塩川病院
（50.9%）
北杜市
3
甲府病院
（58.3%）
甲府市 3
国保市立病院
（54.2%）
富士吉田市
4
市川三郷町立病院
（54.8%）
市川三郷市 4
国保市立病院
（54.6%）
韮崎市
出所 : 総務省　平成25年度「病院経営分析比較表」に基づき作成。
注 １ ：職員給与費対医業収益比率（％）とは，［職員給与費/医業収益］×100であらわされる。
注 ２ ：表中の数値は全て平成25年度「病院経営分析比較表」に記載されている数値である。
注 ３ ： ９ つの病院のうち「中位」の病院は，飯富病院（身延町・早川町）であり，その数値
は54.7%である。
　最後は，「職員給与費対医業収益比率分析」をおこなうことにする。
表15の職員給与費対医業収益比率に基づけば，最も数値が高いのは北杜
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市の甲陽病院で67.0％となっている。この比率は，いわゆる「人件費比
率」とよばれるものであるが，甲陽病院の場合，この比率が67.0％となっ
ていることから，人件費に多くの費用が使われ経常的経費の硬直化を招
く恐れがあると考えられる。以下，職員給与費対医業収益比率が高いの
は，大月市の中央病院が64.9％，甲府市の甲府病院が58.3％，そして市
川三郷町の市川三郷町立病院が54.8％となっており，いずれも50％を超
える数値となっている。なお， ₉ 自治体病院の中位に位置しているのは
身延町・早川町の飯富病院でその数値は54.7%となっている。飯富病院
は数値が54.7％とやや高めであるが，そうした状況のなかで，他会計繰
入金対経常収益比率及び他会計繰入金対医業収益比率を低く抑えつつ，
経常収支比率及び医業収支比率の数値を100％近くに維持していること
は評価に値する。その意味においても，飯富病院の病床数は61床（一般
病床）であるが病床利用率が高率であること，また平均在院日数が長い
ことの重要性がわかる。
　つぎに，最も数値が低いのは，都留市の市立病院で数値は49.1％と
なっている。以下，北杜市の塩川病院が50.9％，富士吉田市の国保市立
病院が54.2％，そして韮崎市の国保市立病院が54.6％となっている。こ
こで，北杜市の ₂ つの病院を取り上げてより詳細に分析しておくことに
する。
　北杜市の塩川病院は，経常収支比率及び医業収支比率ともに100％を
超える良好な数値となっている。また，他会計繰入金対経常収益比率が
6.8％，そして他会計繰入金対医業収益比率が8.6％でありその数値は高
くない。さらに，病床利用率は93.7％となっており分析対象自治体病院
では ₂番目に高い数値である。そこに職員給与費対医業収益比率のこの
低い数値である。
　一方，北杜市の甲陽病院は，経常収支比率及び医業収支比率ともに
100％を下回り塩川病院より悪い数値である。また，他会計繰入金対経
常収益比率が9.7％，そして他会計繰入金対医業収益比率が10.5％と，や
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はり塩川病院と比較して数値が高く悪い状況にある。さらに，病床利用
率は53.9％となっており，やはり塩川病院と比較して悪い数値となって
いる。そこに職員給与費対医業収益比率において一番の高率となってい
る。
　これまで本論文で取り扱った指標に基づく病院経営の状況を考える
と，これら ₂つの病院には大きな違いがあることが判明した。病床数（一
般病床）でみると塩川病院は54床で甲陽病院は86床である。
　北杜市は，平成の大合併をへて現在市内には塩川病院と甲陽病院の ₂
つの自治体病院が併存している状況である。近時の財政難の折， ₂つの
自治体病院を存続させ続けていくのか。あるいは将来的に， ₂つの自治
体病院を再編していくのか。いずれにしても， ₂つの自治体病院につい
ては，本論文で取り上げた各経営指標による数値が異なることから，地
域医療のあり方も含めて今後の動向に注目している
（24）
。
　このように，本論文で取り扱った指標に基づき，まずは，分析対象で
ある自治体病院の経営状況を提示してきた。その上で，主要な指標を ₆
つに絞り込み，自治体病院の経営においてどのような特徴があるのかを
分析してきた。その結果，大変興味深い分析結果を得ることができた。
４ ．自治体病院の経営状況と課題
　 ４ - １ ．分析結果及び考察
　これまでの分析によって，山梨県における自治体病院（市町村）の経
営状況の特徴が判明した。同時に，自治体病院の経営において，今後に
重要となる論点を提示することが可能となった。そこで，以下では，本
論文で明らかとなった自治体病院の経営状況における分析結果を自治体
病院ごとに整理し，その上で，山梨県における自治体病院のあり方を，
「新公立病院改革ガイドライン」の内容も踏まえて，今後の「課題と展
望」として考察する。
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　 ₄ - ₁ - ₁ ．甲府病院（甲府市）
　甲府市が設置する甲府病院の場合，経常収支比率が「下位 ₂位」，そ
して医業収支比率は「下位 ₃ 位」で分析対象 ₉自治体病院のなかでは良
くない数値となっている。また，他会計繰入金対経常収益比率が「上位
₃位」，そして他会計繰入金対医業収益比率も「上位 ₃位」となってお
り，設置自治体である甲府市からの「繰入金」に依存する経営状況であ
ることが判明した。また，甲府病院は一般病床数が402床であるが，病
床利用率においては73.9％となっており分析対象病院のなかでは「中
位」に位置している。さらに，職員給与費対医業収益比率（人件費比率）
は58.3％と「上位 ₃ 位」の高い数値となっている。ちなみに，平均在院
日数は13.5日である。
　以上の分析結果から，甲府病院では，病床利用率を高くしつつ「医業
収益」を高める取組が必要不可欠と考えられる。そうした取組によって
「人件費比率」を低下させることも可能になり，また，甲府市から「繰
入金」に多くを依存する経営状況からの脱却も期待される。もちろん，
甲府病院はその他の総合病院（山梨大学病院，国立病院機構甲府病院，県立中
央病院等）と競合する立地条件でもあることから，単純に「医業収益」
を高める取組は困難ともいえるが，例えば平均在院日数を少しでも延長
できるような医療のあり方も必要になるものと考えられる。
　 ₄ - ₁ - ₂ ．国保市立病院（富士吉田市）
　富士吉田市が設置する国保市立病院の場合，経常収支比率が「上位 ₃
位」，そして医業収支比率は「中位」と分析対象 ₉自治体病院のなかで
はまずまずの数値となっている。また，他会計繰入金対経常収益比率及
び他会計繰入金対医業収益比率ともに「中位」となっており，全体とし
て中位に位置する数値と考えられる。つまり，医業収支比率及び他会計
繰入金対医業収益比率がともに分析対象 ₉ 自治体病院のなかでは中位で
あることから，「医業収益」に関する指標において山梨県では平均的な
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経営状況の病院であることが判明した。また，国保市立病院は一般病床
数が250床であるが，病床利用率においては85.0％となっており分析対
象病院のなかでは「上位 ₃ 位」に位置している。さらに，職員給与費対
医業収益比率は54.2％と「下位 ₃ 位」の数値となっている。ちなみに，
平均在院日数は10.6日となっており分析対象自治体病院では最も短く
なっている。
　以上の分析結果から，国保市民病院では，現在の病床利用率を踏まえ，
平均在院日数を延長させることで「医業収益」を高めることができるも
のと考えられる。もちろん，病床利用率の一層の引き上げに係る取組も
必要になるが，それとの関連においては，例えば，整形外科に代表され
る診療科目の充実，また関連するリハビリテーション科等の拡充も重要
になってくるものと考えられる。
　 ₄ - ₁ - ₃ ．市立病院（都留市）
　都留市が設置する市立病院の場合，経常収支比率が「下位 ₄位」，そ
して医業収支比率は「上位 ₄ 位」と分析対象 ₉ 自治体病院のなかでは中
位程度の数値となっている。一方，他会計繰入金対経常収益比率が「下
位 ₂位」，そして他会計繰入金対医業収益比率も「下位 ₂位」と低率で
あり，全体として設置自治体である都留市からの「繰入金」に多くを依
存しない数値と考えられる。また，市立病院は一般病床数が140床であ
るが，病床利用率においては62.4％となっており分析対象病院のなかで
は「下位 ₄位」に位置している。ただ，職員給与費対医業収益比率は
49.1％と「下位 ₁位」の数値となっている。ちなみに，平均在院日数は
13.4日である。
　以上の分析結果から，市立病院は設置自治体である都留市からの「繰
入金」に多くを依存しない病院経営の状況であることが判明した。また，
職員給与費対医業収益比率が分析対象病院のなかで最も低くなっている
ことも重要である。つまり，「人件費比率」を低く抑えつつ，設置自治
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体からの「繰入金」に多くを依存することなく自治体病院経営を進めて
いることは十分に評価できる。今後は，「医業収益」を高めるためにも
62.4％と低率な病床利用率を引き上げることが課題と考えられる。
　 ₄ - ₁ - ₄ ．中央病院（大月市）
　大月市が設置する中央病院の場合，経常収支比率が「下位 ₁位」，そ
して医業収支比率も「下位 ₁ 位」と， ₂ つの指標ともに分析対象 ₉自治
体病院のなかで最も低い数値となっている。また，他会計繰入金対経常
収益比率が「上位 ₁ 位」，そして他会計繰入金対医業収益比率も「上位
₁位」と， ₂つの指標ともに最も高い数値となっている。つまり，病院
の本業ともいえる「医業収益」に係る指標である医業収支比率及び他会
計繰入金対医業収益比率がともに分析対象 ₉ 自治体病院のなかで最も悪
い数値である。また，中央病院は一般病床数が183床であるが，病床利
用率においては28.8％と分析対象病院のなかで最も低い数値である。同
様に，職員給与費対医業収益比率が64.9％と高い数値になっている。ち
なみに，平均在院日数は14.3日である。
　以上の分析結果から，中央病院は病院経営の面で大きな問題を抱えて
いることが判明した。すなわち，「人件費比率」も高く，その上で「医
業収益」に係る各指標の数値も良くない。先にみた隣接する都留市立病
院の経営状況と比較するとその差は歴然となっている。中央病院は，病
院経営を維持するために設置自治体から多くの「繰入金」受け入れるこ
とが良いのか，周辺自治体病院との再編を進めるのか，病院自体の存続
を含めて岐路に立たされている自治体病院と考えられる。
　 ₄ - ₁ - ₅ ．国保市立病院（韮崎市）
　韮崎市が設置する国保市立病院の場合，経常収支比率が「上位 ₂位」，
そして医業収支比率も「上位 ₂ 位」と分析対象 ₉自治体病院のなかでは
良い数値となっている。また，他会計繰入金対経常収益比率が「下位 ₄
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位」，そして他会計繰入金対医業収益比率は「下位 ₃位」となっており，
全体として良い経営状況と考えられる。また，国保市立病院は一般病床
数が141床であるが，病床利用率においては74.4％となっており分析対
象自治体病院のなかでは「上位 ₄ 位」に位置している。職員給与費対医
業収益比率については54.6％と「下位 ₄ 位」の数値となっている。ちな
みに，平均在院日数は18.9日で分析対象自治体病院では「上位 ₂位」の
長さとなっている。
　以上の分析結果から，国保市立病院は，経常収支比率及び医業収支比
率ともに数値が高く，しかも他会計繰入金対経常収益比率及び他会計繰
入金対医業収益比率については数値が低くなっていることから，現状で
は自治体病院経営の状況は良好と考えられる。今後は，「人件費比率」
を50％程度まで引き下げる取組，そして「医業収益」を高めるための病
床利用率を引き上げる取組等が必要と考えられる。
　 ₄ - ₁ - ₆ ．塩川病院（北杜市）
　北杜市の設置する塩川病院の場合，経常収支比率が「上位 ₁位」，そ
して医業収支比率も「上位 ₁ 位」と， ₂ つの指標ともに分析対象 ₉自治
体病院のなかでは最も良い数値となっている。一方，他会計繰入金対経
常収益比率が「下位 ₃ 位」，そして他会計繰入金対医業収益比率は「下
位 ₄位」となっていることから，ある程度，設置自治体による「繰入金」
に依存していることが判明した。塩川病院は一般病床数が54床である
が，病床利用率においては93.7％となっており分析対象病院のなかでは
₂番目に高い数値である。職員給与費対医業収益比率についても50.9％
と「下位 ₂位」の数値となっている。ちなみに，平均在院日数は18.9日
となっており，先にみた韮崎市の国保市立病院と同じ長さとなっている。
　以上の分析結果から，塩川病院は，設置自治体から一定の「繰入金」
はあるが，全体としての病院経営は良好であると考えられる。とりわけ，
「人件費比率」は ₂ 番目に低く，その上で病床利用率は高いことから，
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山梨県内における自治体病院経営のあり方を具体化するモデルとも考え
て良い。ただ，先にも指摘した通り，他会計繰入金対経常収益比率が
6.8％，そして他会計繰入金対医業収益比率が8.6％あることから，今後
の病院経営における課題は，いかにして設置自治体である北杜市からの
「繰入金」に多く依存しない経営のあり方を構築していくかである。ま
た，一般病床数は54床と少ないことから，「医業収益」をより高めるに
は病床利用率を高くすること以外に何らかの方法が必要になる。これら
の点については，つぎに考察する甲陽病院との関連で重要である。
　 ₄ - ₁ - ₇ ．甲陽病院（北杜市）
　北杜市の設置する甲陽病院の場合，経常収支比率が「下位 ₃位」，そ
して医業収支比率は「下位 ₄ 位」となっている。また，他会計繰入金対
経常収益比率が「上位 ₄ 位」，そして他会計繰入金対医業収益比率も同
じく「上位 ₄位」となっており，先にみた同じ北杜市に立地する塩川病
院と比較して数値が良くないことがわかる。甲陽病院は一般病床数が86
床であるが，病床利用率においては53.9％となっており「下位 ₃位」に
とどまっている。さらに，職員給与費対医業収益比率は67.0％と最も高
い数値となっている。ちなみに，平均在院日数は16.8日である。
　以上の分析結果から，甲陽病院は，同じ北杜市に立地する塩川病院と
比較して，経常収支比率，医業収支比率，他会計繰入金対経常収益比率，
他会計繰入金対医業収益比率，職員給与費対医業収益比率，平均在院日
数のいずれの指標においてもその数値が悪いことが判明した。また，北
杜市からの「繰入金」についても， ₂ つの病院の額を合計すると多額と
なってしまう。例えば，他会計繰入金対医業収益比率でみても，塩川病
院が8.6％で，甲陽病院は10.5%であることから，北杜市の場合， ₂つの
病院の合計で「繰入金」の今後のあり方を把握しなければならない。
　もちろん，北杜市では ₂ つの病院の今後のあり方について議論を重ね
ている。本論文で取り上げた指標に基づく限り， ₂つの病院の経営状況
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には差異がみられた。その一方で，北杜市周辺における地域医療を担う
上で大変重要なこれら ₂ つの自治体病院のあり方については，やはり
「地域医療の機会均等の保障」という観点から，将来に向けて地域住民
の大切な社会基盤として整備していくことが重要と考える
（25）
。
　 ₄ - ₁ - ₈ ．市川三郷町立病院（市川三郷町）
　市川三郷町が設置する市川三郷町立病院の場合，経常収支比率が「下
位 ₄位」，そして医業収支比率は「下位 ₂ 位」となっており，分析対象
₉自治体病院のなかでは良くない数値といえる。また，他会計繰入金対
経常収益比率が「上位 ₂ 位」，そして他会計繰入金対医業収益比率も
「上位 ₂位」となっており，やはり全体として良くない数値と考えられ
る。つまり，分析対象 ₉ 自治体病院のなかでは医業収支比率が ₂番目に
低く，しかも他会計繰入金対医業収益比率は ₂ 番目に高いことから，「医
業収益」に関する指標においてその状況が良くない自治体病院であるこ
とが判明した。また，市川三郷町立病院は一般病床数が90床であるが，
病床利用率においても37.8％となっており分析対象病院のなかでは大月
市の中央病院に続いて低い数値である。職員給与費対医業収益比率につ
いては54.8％で「上位 ₄ 位」の数値となっている。ちなみに，平均在院
日数は12.6日である。
　以上の分析から，市川三郷町立病院は，大月市の中央病院と同様の課
題を抱えていることが判明した。つまり，設置自治体である市川三郷町
からの「繰入金」に依存する病院経営になっていることである。その理
由として，「医業収益」を上げるための，病床利用率が37.8％と低く，
その上で平均在院日数についても12.6日と分析対象病院との比較におい
て相対的に短くなっていることを挙げることができる。
　したがって，本論文において判明した市川三郷町立病院における経営
上の課題としては，①医業収支比率が低い，②病床利用率が低い，③平
均在院日数が短い，④他会計繰入金対医業収益比率が高い等を挙げるこ
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とができる。これらの課題は先にみた大月市の設置する中央病院とも共
通するものであり，一般的に経営状況の良くない自治体病院の典型的な
課題と考えられる。これらの数値をすべて，しかも一度に改善すること
は困難といえるが，やはり重要なことは「医業収益」を高めていく取組
といえる。地道ではあるが，まずは ₁ 日平均患者数を外来から多くする
取組，そして平均在院日数（入院）を少しでも長くしていく取組等が重
要と考えられる。そのためには，地域住民に対して安心できる医療提供
システムを構築することが必要となるが，とりわけ地域医療に対応した
診療科目とそのためのスタッフの充実，併せて入院に係る環境整備等が
一体となった取組を地域医療の機会均等を保障するシステムとして構築
していくことが自治体病院の使命の ₁ つと考える。そして，このような
地域医療シスムを構築するためには，国による大胆な財政支援を制度化
していくことも必要不可欠と考える
（26）
。
　なお，市川三郷町立病院は平成26年度より「境南医療センター」によ
る病院運営（「市川三郷病院」）に再編されており，上述した課題も踏まえ，
今後の地域医療におけるあり方が注目されている
（27）
。
　 ₄ - ₁ - ₉ ．飯富病院（身延町・早川町）
　身延町及び富士川町の設置する飯富病院の場合，経常収支比率が「上
位 ₄位」，そして医業収支比率が「上位 ₃ 位」となっており，分析対象
₉自治体病院のなかではまずまずの数値といえる。一方，他会計繰入金
対経常収益比率が「下位 ₁ 位」，そして他会計繰入金対医業収益比率も
「下位 ₁位」と，₂ つの指標ともに良好で，設置自治体による「繰入金」
に多くを依存しない自治体病院経営となっている。また，飯富病院は一
般病床数が61床であるが，病床利用率においては96.1％となっており
「上位 ₁位」の数値である。職員給与費対医業収益比率は54.7％と「中
位」の数値となっているが，平均在院日数は24.7日となっており分析対
象自治体病院では「上位 ₁ 位」の長さである。
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　以上の分析から，飯富病院は，設置自治体からの「繰入金」に多くを
依存しない自治体病院であり，しかも，経常収支比率及び医業収支比率
ともに100％程度を維持している。飯富病院において特徴的なことは，
病床利用率が96.1％と分析対象自治体病院のなかで最も高いこと，そし
て，平均在院日数が24.7日と最も長いことである。このことによって
「医業収益」が高くなるものと考えられるが，過度の平均在院日数の延
長は，より良い病院経営につながるとは必ずしもいえない。それゆえ，
地域住民のニーズに合致した入院期間に基づく「病床利用」を行い，そ
の上で，病院の本業である「医業収益」を高めていく取組も今後の検討
課題といえよう。
　 ４ - ２ ．新公立病院改革ガイドラインについて
　平成19年12月に「公立病院改革ガイドライン」が策定公表され，自治
体病院（公立病院）を設置する自治体に対して「公立病院改革プラン」
を作成することが必要となった
（28）
。そして，この「公立病院改革プラン」
での取組を踏まえ，平成27年 ₃ 月，新たに「新公立病院改革ガイドライ
ン」が策定公表された。そこで以下では，自治体病院改革において必須
の「ガイドライン」である「新公立病院改革ガイドライン」の概要を整
理していくことにする。
　「新公立病院改革ガイドライン」においては，自治体病院の改革につ
いて先の「公立病院改革プラン」で示されていた，①「経営効率化」，
②「再編・ネットワーク化」，③「経営形態の見直し」の視点を引き継ぎ，
その上で，都道府県が策定する地域医療構想と整合的であることが求め
られ，④「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」を加えた ₄つの視点
に立つ「新公立病院改革プラン」の策定が求められている
（29）
。そして，「新
公立病院改革プラン」については，平成27年度又は平成28年度中に策定
し平成32年度までの期間を対象とすることを標準としている
（30）
。
　「新公立病院改革ガイドライン」における「新公立病院改革プラン」
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の内容で重要な点は，やはり「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」
が新しく加わったことである。そこで，本論文ではこの点に焦点を定め，
その内容を整理しておくことにする。
　「新公立病院改革プラン」の策定に係る「地域医療構想を踏まえた役
割の明確化」においては，立地条件や求められる医療機能の違いを踏ま
えて明確化することが求められている。その具体的な内容は，①「地域
医療構想を踏まえた当該病院の果たすべき役割」，②「地域包括ケアシ
ステムの構築に向けて果たすべき役割」，③「一般会計負担の考え方」，
④「医療機能等指標に係る数値目標の設定」，⑤「住民の理解」の ₅項
目となっている。
　第 ₁の「地域医療構想を踏まえた当該病院の果たすべき役割
（31）
」につい
ては，都道府県の策定する地域医療構想に基づき地域の医療供給体制に
おいて果たすべき役割を明確化することが求められている。その際に
は，診療科目等の医療提供内容だけでなく，構想区域における病床数の
必要量等が地域医療構想と整合性がとれた形で，自治体病院の将来の病
床機能のあり方を示すこと等の具体的な将来像を示すことが求められて
いる。
　第 ₂の「地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割
（32）
」につ
いては，将来の在宅医療の必要数を示し，医療と介護が総合的に確保さ
れることが求められている。
　このなかで，「医療介護総合確保推進法においては，地域包括ケアシ
ステムの構築を目的の一つに掲げており，地域医療構想の中でも将来の
在宅医療の必要量を示すこととしているなど，医療と介護が総合的に確
保されていることを求めている
（33）
」と明示されている。とりわけ，中小規
模の自治体病院については，介護保険事業との整合性を確保しつつ，在
宅医療に関する自治体病院の役割を示し，また住民の健康づくりの強化
についてはその具体的な機能を示すこと等によって，地域包括ケアシス
テムの構築に向けて果たすべき役割を明確化することが求められている。
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　第 ₃の「一般会計負担の考え方
（34）
」については，「新改革プラン」の前
提として，自治体病院が地域医療の確保のため果たすべき役割を明らか
にした上で，これに対応して一般会計が負担すべき経費の範囲について
の考え方及び一般会計等負担金の算定基準（操出基準）を記載する，と
している。
　第 ₄の「医療機能等指標に係る数値目標の設定
（35）
」については，①医療
機能・医療品質に係るもの，②その他となっている。ここで前者は，救
急患者数，手術件数，臨床研修医の受入件数，医師派遣等件数，紹介率・
逆紹介率，訪問診療・看護件数，在宅復帰率，リハビリ件数，分娩件数，
クリニカルパス件数等となっている。後者については，患者満足度，健
康・医療相談件数等となっている。
　そして第 ₅の「住民の理解
（36）
」については，自治体病院の担う機能を見
直す場合，これを住民がしっかりと理解し納得しなければならないと
し，医療スタッフを確保できないばかりか適切な勤務環境を確保するこ
とができず，結果として地域における適切な医療が提供できなくなるこ
とを理解し合う必要があり，そのための取組が求められるとしている。
　このように，「新公立病院改革ガイドライン」においては，新たに「新
公立病院改革プラン」の策定が義務づけられており，先に整理した「地
域医療構想を踏まえた当該病院の果たすべき役割」に基づき「経営の効
率化」においては「経常収支比率」及び「医業収支比率」の ₂つを必ず
数値目標化することが示されている
（37）
。そして，「再編・ネットワーク化」，
「経営形態の見直し」の視点を踏まえた「新公立病院改革プラン」の策
定が必要不可欠となっている。
　 ４ - ３ ．自治体病院経営の課題と展望
　これまで，山梨県における自治体病院の経営状況について ₉病院の現
状を分析考察してきた。そのなかで，山梨県内において，明らかに経営
状況が良い自治体病院と，明らかに経営状況が悪い自治体病院が存在す
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ることが判明した。そこで，山梨県における自治体病院の課題と展望に
ついて最後に整理しておくことにする。
　本論文で取り扱った指標に基づく限り，経営状況が良いと判断できる
自治体病院として，塩川病院（北杜市），飯富病院（身延町・早川町），国保
市立病院（韮崎市），市立病院（都留市）を挙げることができる。これらの
病院は，一般的に医業収支比率が高く，しかも他会計繰入金対医業収益
比率が低い自治体病院である。したがって，これらの自治体病院は，原
則として設置自治体からの財源に多くを依存することなく自治体病院を
経営できる病院と考えられる。もちろん課題としては，患者本位の診療
に基づく病床利用率の引き上げ，平均在院日数の延長等に伴う「医業収
益」を高める取組が必要と考える。
　一方，経営状況が悪い自治体病院の代表が，中央病院（大月市）と市
川三郷町立病院（市川三郷町）である。これら ₂病院は，医業収支比率が
低く，しかも他会計繰入金対医業収益比率が高い自治体病院である。加
えて，「医業収益」を高める際に重要である病床利用率が極めて低いこ
とも判明している。さらに，職員給与費対医業収益比率も山梨県内にお
ける他の自治体病院と比較して相対的に高くなっている。ただ，市川三
郷町立病院は，先にも触れたとおり，平成26年度より「峡南医療セン
ター」の運営によって「市川三郷病院」となり再出発していることから，
今後の病院経営のあり方が注目されている。
　これに対し，中央病院（大月市）は事態が深刻といえる。本論文の分
析でも判明したとおり，「医業収益」に係る各指標の数値が悪く，その
上で，「人件費」に係る職員給与費対医業収益比率も高い状況にある。
そして，設置自治体である大月市からの「繰入金」に多くを依存する状
況でもある。隣接する都留市の市立病院は経営状況が悪くないことか
ら，今後の課題としては， ₂ つの病院の連携もしくは再編等のあり方を
議論していく取組も必要になるものと考えられる
（38）
。
　それでは最後に，山梨県内における今後の自治体病院の展望を整理し
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ておくことにする。私は，これからの自治体病院に求められるあり方と
して，地域における「予防から診療そして療養までの一貫したシステ
ム
（39）
」を構築することが重要であると考えている。しかし，実際に「予防
から診療そして療養までの一貫したシステム」を地方の小さな自治体が
単独で整備拡充していくことは財政面的にも困難といえる。それゆえ，
隣接する自治体間で，ある一定の地理的範囲を共有しつつ既存の自治体
病院を再編・ネットワーク化することが必要となってくると考えられ
る。そして，再編とともに新しい運営形態に移行しつつ「予防から診療
そして療養までの一貫したシステム」機能を充実させていく取組が重要
になると考えている。まさに，こうした取組と将来に向けた機能こそ自
治体病院の新たな展望といえよう。そして，こうした展望を具体化する
ためにも，地域における自治体病院経営に対する国からの積極的な財政
支援が必要と考える
（40）
。
　このように，今後の自治体病院の展望とは，隣接する自治体間の協力
の下，地域における「予防から診療そして療養までの一貫したシステ
ム」に自治体病院の機能と役割を再編していくことだと考えられる。ま
た，そうした取組を通じて，地域における「医療の機会均等の保障」を
実現していくことが自治体病院に課された機能と役割であると考える。
５ ．おわりに
　本論文の目的は，山梨県における自治体病院（市町村）の経営状況を
分析し，その上で今後の病院経営のあり方を考察することであった。ま
た，分析対象は各指標のデータが完備している ₉の自治体病院であっ
た。そして，分析方法は16の指標のデータに基づき自治体病院ごとの分
析をおこない，その上で，指標を ₆ に絞り込み各指標につき自治体病院
間の相互比較分析をおこなった。
　分析結果及び考察については先に示したところである。本論文の分析
山梨県における自治体病院の経営状況と課題
55
結果から共通していえることは，自治体病院において「医業収益」を高
めていくためには何が必要か，ということである。しかし，本論文での
分析でも判明した通り「医業収益」を高めることは容易ではない。そう
であるにもかかわらず，「医業収益」を高めるためには，自治体病院施
設の充実，医師・看護師等に代表される医療スタッフの充実，診療科目
の充実，手術入院等に係る設備の充実，介護・リハビリテーション等に
関する施設の設置拡充，健康栄養指導等の拡充等，多様な取組が必要と
なってくる。その一方で，こうした整備拡充のためには費用が必要にな
る。また，医師確保に代表される人材不足も深刻である。それゆえ，経
営状況の悪い自治体病院であるがゆえに，「人件費比率」も高まる可能
性がある。まさに財政問題である。
　それでは，地域の自治体病院を将来に向けてどのように経営してゆけ
ば良いのであろうか。本論文で取り扱った指標に基づく分析考察を踏ま
えると，自治体病院は，①地域住民のプライマリ・ケアに係る診療をお
こなうこと，②医療のみならず介護等との連携を図ること，③地域住民
の医療・介護等に係る不安を解消し信頼され必要とされる存在であるこ
と，④そのためには一定の手術入院・救急診療等に係る医療従事者及び
施設を充実させること，⑤さらには大学病院等との連携・ネットワーク
を構築すること，⑥その上で地域住民の医療に係る機会均等を保障する
こと等がその役割になるものと考えられる。
　つまり，「予防から診療そして療養までの一貫したシステム」を地域
の実情に合わせて再構築していくことが，今後の自治体病院に求められ
る機能と役割であると考える。当然，地域住民の生活基盤として必要な
地域医療を自治体病院が供給するからには，そのための理由が存在する
はずである。本論文におけるその理由は，自治体病院が地域住民に「予
防から診療そして療養までの一貫したシステム」を提供することによっ
て地域住民の「命と健康」を守ること，すなわち，「地域医療の機会均
等の保障」を実現すること
（41）
，これである。
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　地域における自治体病院の機能と役割は，地域に生活している住民が
安心して自らを，そして家族を預け委ねることのできる医療機関とし
て，常に身近な存在であり続けることが重要である。このように，地域
医療を支え，信頼される存在であるために必要な取組を具体化していく
ことこそ，今後の課題であり，また自治体病院の新たな展望でもあると
考える。
　注
（ ₁）　財務省『日本の財政関係資料』2015年 ₉ 月，15ページを参照。参照ホームペー
ジは以下のとおりである。
　　　　http://www.mof.go.jp/budget/ﬁscal_condition/related_data/201509/201509_1.pdf
　　　　最終アクセス時 : 平成27年10月30日。
（ ₂）　平成27年度一般会計予算（当初）において，「社会保障費」は31兆5297億円
となっており，歳出総額に占める割合が32.7％となっている。この点については，
前掲書， ₁ページを参照。財務省ホームページアクセス時 : 2015年10月30日。
（ ₃）　平成27年度一般会計予算（当初）において，「公債金収入」は36兆8630億円
に上っており，歳入総額に占める割合が38.3％となっている。この点については，
前掲書， ₂ページを参照。財務省ホームページアクセス時 : 2015年10月30日。
（ ₄）　本論文では，山梨県内の自治体病院の経営状況を把握し，その上で今後の自
治体病院のあり方を論じることを目的としている。具体的には，データの整備
されている ₉ の自治体病院を分析対象とし，個別に16の指標に基づき自治体病
院の経営状況を把握している。また，この分析を踏まえ ₆ の分析指標に絞り込
んだ上で，病院間の相互比較分析をおこなっている。これらの分析に基づき山
梨県における自治体病院の今後のあり方を考察している。
（ ₅）　こうした勧告として代表的なものは「社会保障制度審議会」による勧告であ
る。最初の勧告は，昭和二十五年度「社会保障制度に関する勧告」（社会保障
制度審議会1950年勧告）であり，その後の我が国における社会保障政策の基礎
となる勧告といえる。また，「医療保障制度」に係る勧告については，昭和三
十一年度「医療保障制度に関する勧告について」社会保障制度審議会『社会保
障制度に関する勧告および答申集』1960年が代表的である。詳細については，
社会保障制度審議会『社会保障制度に関する答申集』1960年，における各勧告
を参照のこと。
（ ₆）　山梨県においても，平成25年 ₃ 月に「山梨県地域保健医療計画（平成25年度
～平成29年度）」が策定されており，この計画に基づき山梨県における地域医
療が具体化されていくことになる。もちろん，より地域住民に密着した市町村
においても山梨県の策定した計画に基づき具体的な施策がおこなわれることに
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なる。例えば，北杜市の自治体病院のあり方等については，平成26年 ₆ 月に「第
₂ 次北杜市立病院改革プラン（平成26年度～平成28年度）」が策定され，北杜
市における今後の自治体病院経営のあり方が議論されている。
（ ₇）　例えば，「医療機関の適正配置」のあり方については，昭和三十一年度「医
療保障制度に関する勧告について」社会保障制度審議会『社会保障制度に関す
る勧告および答申集』1960年，120ページを参照のこと。
（ ₈）　本論文のデータは平成25年度「病院経営比較分析表」に記載されているデー
タである。参照ホームページは以下のとおりである。
　　　  http://www.soumu.go.jp/main_content/000353243.pdf
　　　  最終アクセス時 : 平成27年10月30日。
（ ₉）　牧丘病院（山梨市），上野原市立病院（上野原市），勝沼病院（甲州市）につ
いては，上記の平成25年度「病院経営分析比較表」（総務省ホームページ）に
おいて主要なデータが記載されていないため分析対象から除外した。記載され
ていない指標のデータは以下の通りである。
　　　　牧丘病院（山梨市）は，医業収支比率，他会計繰入金対医業収益比率，患者
₁ 日当たり診療収入（外来・入院），医師平均給与月額，医師数，看護師平均
給与月額，看護師数のデータが記載されていない。
　　　　上野原市立病院（上野原市）は，患者 ₁ 日当たり診療収入（外来・入院），
医師平均給与月額，医師数，看護師平均給与月額，看護師数のデータが記載さ
れていない。
　　　　勝沼病院（甲州市）は，医業収支比率，他会計繰入金対医業収益比率，患者
₁ 日当たり診療収入（外来・入院），医師平均給与月額，医師数，看護師平均
給与月額，看護師数のデータが記載されていない。
　　　　山梨県内（市町村）における自治体病院の経営分析を包括的に行う意味から，
今後これらの病院における全面的なデータ開示を希望するものである。
（10）　平成26年 ₄ 月 ₁ 日より，旧市川三郷町立病院は富士川病院（旧社会保険鰍沢
病院）と経営統合され，市川三郷町と富士川町が開設者となった「境南医療セ
ンター」により境南医療センター市川三郷病院として運営されている。この「境
南医療センター」は，「市川三郷病院」，「富士川病院」，「介護老人保健施設ケ
アセンターいちかわ」，「介護老人保健施設サンビューふじかわ」を施設として
運営している。なお，「境南医療センター」のホームページは以下のとおりで
ある。
　　　　http://www.kyonan-mc.jp 
　　　　最終アクセス時 : 平成27年10月30日。
（11）　経常収支比率（％）とは，［経常収益（医業収益＋医業外収益）/ 経常費用（医
業費用＋医業外費用）］×100をあらわしたものである。この点については，金
川佳弘『自治体病院経営分析』自治体研究社，2008年，82ページを参照。
（12）　医業収支比率（％）とは，［医業収益 /医業費用］×100をあらわしたものである。
この医業収支比率の方が，先にみた経常収支比率よりも重要になる。つまり，
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医業収支比率では医業収益のみで把握しているが，経常収支比率では医業収益
に医業外収益（例えば設置自治体からの繰入金等）を含む比率であることから，
自治体病院経営の実情をより忠実に把握する意味では医業収支比率による分析
が重要といえる。この点については，前掲書，82ページを参照。
（13）　他会計繰入金対経常収益比率（％）とは，［他会計繰入金 / 経常収益］×100を
あらわしたものである。この点については，同上，156ページを参照。
（14）　他会計繰入金対医業収益比率（％）とは，［他会計繰入金 / 医業収益］×100を
あらわしたもので，自治体病院経営をより具体的に把握するためには，この他
会計繰入金対医業収益比率の比較が重要といえる。この点については，同上，
156ページを参照。
（15）　職員給与費対医業収益比率（人件費比率）（％）とは，［職員給与費 / 医業収益］
×100をあらわしたもので，この数字が高いと自治体病院経営にとって人件費
が多くかかり経営上の問題点となってくるものと考えられている。この点につ
いては，同上，156ページを参照。
（16）　本論文で取り上げた指標について，先に説明した定義を踏まえ本論文におけ
る分析のポイントを指摘しておくことにする。
　　　　経常収支比率は経常費用と経常収益の関係，また医業収支比率については医
業費用と医業収益との関係を把握する上で必須の指標である。
　　　　他会計繰入金対経常収益比率及び他会計繰入金対医業収益比率については，
それぞれ経常収益及び医業収益に対し「繰入金」がどの程度になっているかを
把握する上で極めて重要な指標である。とりわけ，他会計繰入金対医業収益比
率による自治体病院の経営分析は設置自治体による「繰入金」の程度を把握す
る上でも，また今後の財政支援等を把握する上でも重要である。
　　　　病床数，病床利用率，患者 ₁ 人 ₁ 日当たり診療収入（外来・入院）， ₁ 日平
均外来患者数， ₁ 日平均入院患者数，平均在院日数については，医業収益を把
握する観点から必要不可欠な指標である。特に，外来と入院を峻別しておくこ
とが大切で，より具体的には病床利用率，平均在院日数が重要な鍵を握っている。
　　　　職員給与費対医業収益比率（人件費比率），医師平均給与月額，医師数，看
護師平均給与月額，看護師数については，いわゆる「人件費」を把握する観点
から重要な指標である。
（17）　甲府市の人口数は平成26年 ₁ 月 ₁ 日現在の住民基本台帳人口に基づくもので
ある。以下の富士吉田市，都留市，大月市，韮崎市，北杜市，市川三郷町，身
延町，そして早川町における人口数もすべて平成26年 ₁ 月 ₁ 日現在の住民基本
台帳人口に基づくものである。
（18）　例えば，病床数について比較すると，甲府市立甲府病院は402床（一般病床）
であるが，山梨大学病院は566床（一般病床），国立病院機構甲府病院は270床（一
般病床），山梨県立中央病院は629床（一般病床）となっている。なお，病床数
は各病院の病院概要の数値に基づいている。
（19）　本論文においては，「医業収益」を高めるための経営活動を病院経営の本業
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と位置づけている。また，自治体病院においては民間病院と異なり営利主義で
ないことも踏まえた本論文での位置づけである。もちろん，「医業費用」との
関連で医業収支比率の安定化が重要であることはいうまでもない。
（20）　富士河口湖町に立地する山梨赤十字病院の病床数は224床（一般病床）である。
なお，病床数は病院概要の数値に基づいている。
（21）　注の（₆ ）でも紹介したが，北杜市は「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラン」を平
成26年 ₆ 月に策定している。この「改革プラン」は平成26年度から平成28年度
までの計画となっている。具体的には，「市立 ₂ 病院の役割」について，①「地
域の中核病院としての機能」，②「救急医療の実施」，③「へき地医療の実施」，
④「地域特性に対応した医療の実施」を今後も継続的に提供していくことで公
立病院としての役割を担っていくことが示されている。この点については，北
杜市「第 ₂次北杜市立病院改革プラン」平成26年 ₆ 月， ₄～ ₅ページを参照。
　　　　また，個別具体的な取組について，塩川病院の取組，甲陽病院の取組が示さ
れている。塩川病院の取組については，前掲改革プラン，₆～ ₉ページ，また，
甲陽病院の取組は，前掲改革プラン，10～13ページにまとめられている。
（22）　この点については，「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラン」の「点検・評価」が
平成27年10月に作成されている。これは，塩川病院及び甲陽病院ごとに作成さ
れており， ₂ つの病院における今後の詳細な取組が示されている。詳しくは，
北杜市「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラン　点検・評価（塩川病院）」平成27年
10月及び北杜市「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラン　点検・評価（甲陽病院）」
平成27年10月を参照のこと。
（23）　身延町と早川町の合計の人口数については，平成26年 ₁ 月 ₁ 日現在の住民基
本台帳人口に基づくものである。
（24）　例えば，北杜市「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラン　点検・評価（塩川病院）」
平成27年10月における「経営効率化に係る計画」について，「数値目標達成に
向けての具体的な取組及び実施時期」の項目では，①「民間的経営手法の導入」，
②「医療提供体制（人材）確保」，③「経費削減・抑制」，④「収入増加・確保」，
⑤「経営効率化」の側面において計画が立てられている。
　　　　同様に，北杜市「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラン　点検・評価（甲陽病院）」
平成27年10月における「経営効率化に係る計画」について，「数値目標達成に
向けての具体的な取組及び実施時期」の項目では，①「人材確保」，②「収入
増加・確保」，③「経営効率化」の側面において計画が立てられている。ちな
みに，甲陽病院の平成28年度数値目標について，経常収支比率は100.1%，また
医業収支比率は92.7%，そして病床利用率が75.4% となっている。これらの数
値目標が実現するための具体的取組が期待されるところである。
（25）　北杜市「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラン（概要版）」の ₇「今後の病院の取
組むべき考え方」においては，「民間の中核病院が存在しない当市の実状から，
市立 ₂ 病院は地域医療の確保の観点から当然必要でありますが， ₂ 病院の再編
成を行う構想は現段階ではありません」と明記しており，財務に係る数値目標
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を掲げ，各病院の経営効率を高めていく取組が示されている。この点について
は，北杜市「第 ₂ 次北杜市立病院改革プラン（概要版）」 ₃～ ₄ページを参照。 
（26）　この点については，総務省「公立病院に係る財政措置の取り扱いについて（通
知）」平成27年 ₄ 月10日に示されている。具体的には，①「公立病院の再編・ネッ
トワーク化に関する財政措置」，②「既存の財政措置の見直し」，③「その他」
に区分されており，その中心は前者の ₂ つである。
　　　　まず，「公立病院の再編・ネットワーク化に関する財政措置」では，①「再編・
ネットワーク化の実施主体」，②「再編・ネットワーク化計画の策定」，③「財
政措置」，④「手続き」の内容に区分され公立病院に関する財政措置の内容が
示されている。この点については，総務省「公立病院に係る財政措置の取り扱
いについて（通知）」平成27年 ₄ 月10日， ₁ ～ ₅ ページを参照。
　　　　つぎの「既存の財政措置の見直し」では，①「公立病院等の施設整備費に対
する地方交付税措置」，②「公立病院の新設・建替等に係る手続き等」，③「不
採算地区病院に対する特別交付税措置」に区分され既存の財政措置の見直しが
示されている。この点については，総務省「公立病院に係る財政措置の取り扱
いについて（通知）」平成27年 ₄ 月10日， ₅ ～ ₇ ページを参照。
（27）　注（10）でも紹介したが，平成26年 ₄ 月 ₁ 日，市川三郷町と富士川町によって，
峡南医療センター企業団が設立された。この「峡南医療センター」は企業長を
おき，施設として「市川三郷病院」（総合診療型病院），「富士川病院」（基幹診
療型病院），「介護老人保健施設ケアセンターいちかわ」，「介護老人保健施設サ
ンビューふじかわ」を運営するものである。
（28）　「公立病院改革ガイドライン」は平成19年12月に策定公表され，そのなかで
自治体病院経営に係る「公立病院改革プラン」の策定を義務づけた。その「公
立病院改革プラン」においては，①「当該病院の果たすべき役割及び一般会計
負担の考え方」，②「経営の効率化」，③「再編・ネットワーク化」，④「経営
形態の見直し」に区分されており，これらの視点に基づき病院経営に係る改革
計画を策定することが必要となっている。この点については，総務省「公立病
院改革ガイドライン」平成19年12月24日を参照のこと。
（29）　この点については，総務省「新公立病院改革ガイドライン」平成27年 ₃ 月31
日， ₃ページを参照。
（30）　この期間については，前掲新改革ガイドライン， ₃ページを参照。　
（31）　この内容については，同上， ₄ ページを参照。
（32）　この内容については，同上， ₄ ページを参照。
（33）　この内容については，同上， ₄ ページを参照。
　　　　また，「医療介護総合確保推進法」については，「地域における医療及び介護
の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」が正式名称
である。この趣旨については，「持続可能な社会保障制度の確立を図るための
改革の推進に関する法律に基づく措置として，効率的かつ質の高い医療提供体
制を構築するとともに，地域包括ケアシステムを構築することを通じ，地域に
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おける医療及び介護の総合的な確保を推進するため，医療法，介護保険法等の
関係法律について所要の整備等を行う」となっている。その上で概要も示され
ている。すなわち，その概要は，①新たな基金の創設と医療・介護の連携強化（地
域介護施設整備促進法等関係），②地域における効率的かつ効果的な医療提供
体制の確保（医療法関係），③地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平
化（介護保険法関係），④その他となっている。これらの点については，厚生
労働省「医療介護総合確保推進法等について」平成26年 ₇ 月28日， ₂ ページを
参照。ホームページは以下のとおりである。
　　　　http://www.mhlw.go.jp/ﬁle/05-shingikai-10801000-lseikyoku-soumuka/0000005261 
₀ _1.pdf
　　　　最終アクセス時 : 平成27年10月30日。
（34）　この内容については，前掲新改革ガイドライン， ₅ページを参照。
（35）　この内容については，同上， ₅ ページを参照。
（36）　この内容については，同上， ₅ ページを参照。
（37）　この点については，同上， ₅ ～ ₆ ページを参照。
（38）　もちろん，現状では具体的な再編に向けた議論が活発化しているわけではな
い。その一方で，「新公立病院改革プラン」を平成32年度までの期間で策定す
ることが求められていることから，数値目標の設定とともにその目標を達成す
る取組が必要となる。また，山梨県内における自治体病院の積極的な改革例と
しては「旧市川三郷町立病院」の再編例を挙げることができる。さらにいえば，
財政措置との関連においても，「公立病院の再編・ネットワーク化に関する財
政措置」が設けられている。先にも触れた「公立病院の再編・ネットワーク化
に関する財政措置」の詳細については，総務省「公立病院に係る財政措置の取
り扱いについて（通知）」平成27年 ₄ 月10日， ₁ ～ ₄ページを参照のこと。
　　　　また，「新公立病院改革ガイドライン」では，都道府県の役割・責任の強化
が示されている。特に，「地域医療構想の策定等を通じた取組」においては，
地域の医療提供体制の確保について，これまで以上に都道府県が責任を有する
ことになるとしている。具体的には，都道府県が策定する地域医療構想の取組
のなかで，管内の自治体病院の役割や再編・ネットワーク化のあり方が決まっ
てくるケースを想定し，都道府県は市町村担当部局と医療担当部局が連携し，
適切に助言すべきであるとしている。さらに，再編・ネットワーク化の取組に
ついて，複数の市町村が関係する再編，公的病院，民間病院等との再編も考え
られるとし，市町村等が再編・ネットワーク化に係る計画を策定する際には都
道府県も積極的に参画すべきとしている。この点については，前掲新改革ガイ
ドライン，11ページを参照。
（39）　「予防から診療そして療養までの一貫したシステム」を構築する考えは，「新
公立病院改革ガイドライン」に示された「地域医療構想を踏まえた役割の明確
化」における「地域包括ケアシステムの構築」と一致するものといえる。もっ
とも，これより先にこうした地域医療のあり方を実践している事例がある。こ
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の点については，鎌田實「住民とともにつくる医療」宇沢弘文・鴨下重彦編『社
会的共通資本としての医療』東京大学出版会，2010年，55～73ページにおいて
論じられている。
（40）　先にみた「公立病院の再編・ネットワーク化に関する財政措置」は，当然，
再編・ネットワーク化を前提とするものであるが，その一方で，設置自治体か
らの「繰入金」のあり方についても「一般会計負担の考え方」において提示さ
れている。すなわち，「新公立病院改革ガイドライン」においては，「新改革プ
ランの前提として，当該公立病院が地域医療の確保のため果たすべき役割を明
らかにした上で，これに対応して一般会計が負担すべき経費の範囲についての
考え方及び一般会計等負担金の算定基準（操出基準）を記載する」と記されて
いる。それゆえに，不採算地域の自治体病院が，経営の「効率性」や「収益性」
の視点のみで経営改革を推し進めなければならない事態を少しでも回避させる
こと，したがって，地域住民に向けた「地域医療の機会均等の保障」を実現す
るための財政措置が必要と考える。また，将来的に地域住民の理解が得られれ
ば，自治体病院を地域住民で財政的に支える税負担等のあり方も議論していく
ことが重要になると考える。なお，「一般会計負担の考え方」について詳しくは，
前掲新改革ガイドライン， ₅ ページを参照のこと。
（41）　地域住民に「予防から診療そして療養までの一貫したシステム」を提供する
ことによって地域住民の「命と健康」を守ること，すなわち，「地域医療の機
会均等の保障」を実現することは，民間部門の医療機関が立地しない「不採算
地域」等においては特に重要となってくる。社会保障政策を論ずる際には，そ
の根拠として憲法第25条の生存権保障が一般化している。その上で，本論文に
おいては，憲法第25条を基礎づけし，その上で憲法第13条及び第14条に基づく
「地域医療の機会均等の保障」を実現しようとする自治体病院の機能と役割は
極めて重要であると位置づける。こうした憲法規定に基づく社会保障政策のあ
り方については，菊池馨実『社会保障法制の将来構想』有斐閣，2010年の内容
に基づいている。とりわけ第 ₁ 章「社会保障法制の将来構想」の内容は示唆に
富む。詳しくは，菊池馨実「社会保障法制の将来構想」『社会保障法制の将来
構想』有斐閣，2010年， ₁ ～51ページを参照のこと。
